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第１章 上水道の総説 

1.1 上水道の定義と本基準の範囲 

上水道とは、導管およびその他の工作物により、水を人の

飲用に適する水として供給する施設の総体をいう。ここでは、

導水・送水・配水・給水にかかる設計及び施工の基準につい

て記す。 

 

1.2 導水管 

取水施設から浄水施設へと水を送る管路をいう。すべての

管路が依存するだけの口径があり、最も重要な管路である。 

 

1.3 送水管 

浄水施設から出た浄水を配水施設（配水池）に送る管路で

ある。浄水を配水池にプールすることで、瞬間的に増大する

需要に対応する。 

浄水施設を経た水であるが、給水には用いない。 

 

1.4 配水管 

配水池または、配水ポンプを起点として需要者に配水する

ことを目的として市水道事業が公道に布設した管であり配水

本管と配水支管とに分けられる。 

 

１）配水本管 幹線としての役目を果たすもので、φ３

５０mm 以上の配水管を言う。この管からは給水取出

を行わない。 

２）配水支管 配水本管以外のものを言い、給水区域の

末端まで布設する配水管をいう。 

 

1.5 給水管 

需要者へ給水する目的で、配水管から分岐して布設された

管を言う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水源と浄水場を結ぶ管路が該

当する。 

 

 

知立市水道事業に該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

広義の配水管は、 

 配水本管＋配水支管を指す 

狭義の配水管は、 

 配水支管を指す。 

配水本管は「本管」、配水支管は

「支管」または「配水管」、 

「サービス管」と呼称する。 

（給水取出をしない本管に対

して、給水サービスを行う管で

あるため。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 1 章.総説 

- 2 - 

1.6 基幹管路 

水運用上、重要度が高く代替機能の確保ができない、また

は困難な基幹的管路を指す。 

すべての導水管、送水管、配水本管が該当する。 

 

1.7 重要給水施設管路 

重要給水施設は、災害時において優先して供給するべき施

設を指し、病院・避難所等が該当する。 

 重要給水施設管路とは、重要給水施設に水を供給するための

管路施設であり、以下が該当する。 

 

１） 基幹管路（導水管・送水管・配水本管） 

２） 配水支管の内、配水本管と重要給水施設を結ぶ路線 

 

 重要給水施設管路は十分な耐震性を確保するとともに、災害

時の水運用を想定した仕切弁等の配置を行う必要がある。 

 

下表は、管路が備えるべき耐震性能を表す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重要給水施設配水管は、基幹管路相当として扱う。 

 

 

 

1.8 工事の種類 

工事の種類は、次のとおりとする。 

１）新設工事 新たに上水道管路を設ける工事 

２）更新工事 老朽化した上水道管路を布設し直す工事 

３）修繕工事 上水道管路の漏水等を修理する工事 

４）撤去工事 上水道管路を撤去する工事 

 

 

 

 

口径上、配水支管に分類されて

も、機能上は基幹管路に相当す

る場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配水本管は配水池と重要給水

施設を結ぶ路線が該当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省「管路の耐震化に関

する検討報告書」H26/6 月より

抜粋 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 

設計基準 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 2章.設計基準 

- 1 - 

 

第２章 設計基準 

2.1 設計上必要な条件 

 

（1） 上水道管路は需要者の必要となる所要水量、水圧を満たすも

のであって、著しく過大でないこと。 

（2） 器具及び材料は、水質の汚染されない材質のものを使用し、国

土交通省令の承認したものを使用すること。 

（3） 凍結・電食・腐食及び温度変化等による破損事故などの発生す

るおそれがある場合は、適当な防護装置を施すこと。 

（4） 軟弱地盤以外では、地震や地盤の変動による影響を予想する

ことが困難であるから、各管路が広範囲に与える影響を考慮

し、その重要度に応じた管種・継手の選定を行うこと。 

（5） 車両の通行による破損事故などが発生するおそれがある場合

は、その衝撃に耐えうる管種を選定すること。 

（6） 他の道路構造物に影響を及ぼさず、また及ぼされることがな

いこと。 

（7） 給水装置の設置、管路の修繕など、維持管理が容易であるこ

と。 

 

配水管路の配水圧力は、以下の規定に従う。 

配水管から給水管に分岐する箇所での、配水管最小動水圧は、 

 １５ｍ（150kPa、0.15MPa 相当）必要である。 

最大静水圧は ７４ｍ（740kPa、0.74MPa 相当）を超えないこと。 

消火栓の使用時は、上記に関わらず管内が正圧に保たれていること。 

消火栓１栓あたりの使用水量は、毎分 1ｍ3 以上とする。 

 

2.2 基本調査 

 

（1） 上水道管路の設計を行う場合は、現状を把握する為に必要な

調査を行うこと。 

（2） 基本調査は、計画・施工の基礎となる重要な作業であり、調査

の良否は計画の策定、施工、更には上水道管路の機能にも影響

するものであるので、慎重に行うこと。 

 

※基本調査は事前調査と現場調査に区分され、その内容によ

っては「水道事業者に確認するもの」、「道路埋設物管理者に確

認するもの」、「現場調査により確認するもの」がある。標準的

な調査項目、調査内容を次表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下の法令を参照 

水道施設の技術的基

準を定める省令第七

条八、九、十 

 

 

消防水利の基準 

第三条 
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調査項目と内容 

調査項目 調 査 内 容 

調査（確認）場所 

水道 

事業者 
現場 その他 

1.工事場所 町名、丁名、番地等住居表示番号 ○ ○  

2.水理計算 必要水量、水圧の計算・測定 ○ ○  

3.配水管の布設状況 
口径、管種、布設位置、仕切弁、 

配水管の水圧、消火栓の位置 
○ ○  

4.既設給水装置の 

有無 

所有者、布設年月、形態(単独・連帯)、 

口径、管種、布設位置 

使用水量、水栓番号 

○ ○ 所有者 

5.道路状況 
種別(公道・私道等)、幅員、縦断勾配 

舗装種別、舗装年次 
 ○ 

道路 

管理者 

6.各種埋設物の有無 
種類(下水道・ガス・電気・電話・農業用水等)、 

口径・寸法、布設位置 
 ○ 

埋設物 

管理者 

7.現地の施工環境 施工時間(昼・夜)、関連工事  ○ 
埋設物 

管理者 

8.既設給水管から 

分岐する場合 

所有者、給水戸数、布設年月、口径、 

布設位置、既設建物との関連 
○ ○ 所有者 
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2.3 口径検討 

2.3.1 水理計算 

水道管の管径は、給水需要量を十分に供給しうる大きさとする。 

一定の流量に対して、口径が小さいほど管内の流速は上昇し、水圧の損失

が増大するため、供給圧力が低下する。 

逆に、口径が大きいほど流速は低下し、水圧の損失は減少するが、布設・

維持管理にかかる費用が増大するのに加え、長時間の滞留による水質の悪

化が発生する。 

 

水理計算は、水量・水圧・口径・延長・流速といった諸条件から、必要な

要素を算定するための方法である。 

水理公式には「ヘーゼン・ウイリアムズ公式」や「ウエストン公式」を使

用する 

 

ヘーゼン・ウイリアムズ公式は多くの分野で採用されており、上水道では

管網の解析に使用される。ただし、φ５０以下で用いた場合に誤差が大きく

なる為、給水装置や配水支管といった小口径の管路ではウエストン公式が

適している。 

 

2.3.2 有効水頭 

水頭とは、水の持つエネルギーを高さ（位置）で表したものである。 

有効水頭といった場合、給水に供される配水圧力を指す。 

 

（1）総水頭 

配水のもつ圧力の合計を総水頭といい、各配水場の標高＋配水圧力（ポン

プ圧力）に相当する。 

エネルギー保存の法則により、配水管路のいずれの地点であっても、総エ

ネルギー＝総水頭は一定であるため、標高と水の移動にかかる運動エネル

ギーから、各地点の配水圧力を求めることができる。 

 

（2）静水頭 

水が静止している場合、総水頭から標高を差し引いた値が有効水頭とな

る。これを静水頭という。 

水道法の規定する最大静水圧は、この圧力を対象とする。 

例えば、上流側地点Ａの地盤高が 10ｍ、有効水頭が 10ｍの場合、総水頭

は 20ｍである。 

同じ管路の下流側地点Ｂが地盤高 15ｍだった場合、有効水頭は 20-15 で

5ｍとなる。 

 

 

 

 

基幹管路では、配水

場のポンプ吐出圧や

運転時間に影響する

恐れがある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水頭＝水圧 

単位はｍ，kN、Mpa が

用いられる。 

水圧 10ｍ 

＝1.0kN 

≒0.10MPa 

 

 

運動エネルギーを考

慮しない。 

静水圧は各地点の最

大圧力である。 
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（3）動水頭 

水が動いている場合に、総水頭から標高と水の運動エネルギー（損失水

頭）を差し引いた値が動水頭＝動水圧である。 

水道法で規定される最小配水圧力は、この圧力を対象とする。 

（4）損失水頭 

損失水頭とは、水の移動にかかるエネルギー全般を指し、管と水との摩擦

や、管路の曲部等によって生じる水頭の減少量をいう。 

地点Ａの総水頭が 20ｍ、地点Ｂの地盤高が 10ｍ、摩擦損失水頭が 5ｍで

あれば、動水頭は 5ｍ（20-10-5）となる。 

摩擦損失水頭は、流量と口径によって求められ、口径が小さいほど単位長

さあたりの損失量（動水勾配）が増大する。この動水勾配に管路長を乗じた

ものが、損失水頭となる。 

 

2.3.3 ヘーゼン・ウイリアムズ公式 

 

Ｈ＝１０．６６６・Ｃ-1.85・Ｄ-4.87・Ｑ1.85・Ｌ 

 

ここに 

Ｈ：摩擦損失水頭（ｍ） 

Ｑ：流速（㎥/ｈ） 

Ｃ：流速係数 

Ｌ：延長（ｍ） 

Ｄ：管内径（ｍ） 

 

一般に埋設された管路のＣの値は、管内面の粗度と管路中の屈曲、分岐部

等の数により異なる。 

新管を使用する設計においては、屈曲部損失などを含んだ管路全体とし

て１１０を使用する。 

直線部のみの管路や、屈曲損失等を別途考慮する場合は、１３０が適当で

ある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他、管内のサビ

等で内径が減少した

場合や、管内ライニ

ングを行った場合

も、口径の変化を考

慮する必要がある。 
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ヘーゼン・ウイリアムズ公式図表（C=110 の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※縦軸：流量と斜線：口径の交差する点を取り、対応する横軸が導水勾配、 

 交差する点線が流速を表す。 
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2.3.4 ウエストン公式 

ｈ＝( 0.0126 ＋ 0.01739－0.1087・D ) ・ L ・ ｖ2 

 D 2g 

ｈ：摩擦損失水頭（ｍ） 

Ｄ：管の内径（ｍ） 

Ｌ ：管長（ｍ） 

ｇ：重力の加速度（ｍ／sec2） 

ｖ：管内平均流速（ｍ／sec 

 

ウエストン公式流量表 
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2.3.5 水理計算に使用する口径 

 

始終点の同じ２管路が並走し、実質１本の管路として使用される場合、こ

の能力は次の式で算出される口径と同等である。また、各口径の組み合わせ

を下表にまとめる。 

 

Ｄ12.63＋Ｄ22.63＝Ｄ1+22.63 

 

例：φ７５を２本並走する場合 

７５2.63＋７５2.63＝９７2.63 小数点以下切捨て 

 

口径合成表 単位：ｍｍ 

Ｄ1 

Ｄ2 

７５ １００ １５０ ２００ ２５０ 

７５ ９７     

１００ １１５ １３０    

１５０ １５８ １６７ １９５   

２００ ２０５ ２１１ ２３１ ２６０  

２５０ ２５３ ２５８ ２７３ ２９５ ３２５ 

 

2.3.6 給水取出件数による口径の検討 

 

ある口径から取出・分岐可能な件数は次式によって求める。また各口径の

取出可能件数を下表数値とする。 

 

（本管口径／取出管口径）5/2＝件数 

 

給水管の分岐数 単位：ｍｍ（口径）、箇所（取出件数） 

取出口径 

本管 
１３ ２０ ２５ ４０ ５０ ７５ 

１３ １      

２０ ２ １     

２５ ５ ２ １    

４０ １６ ６ ３ １   

５０ ２９ １０ ６ ２ １  

７５ ８０ ２７ １６ ５ ３ １ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本表は給水装置設計

施工基準（平成１１

年１２月１日）に基

づく。 

従って同基準が改定

された場合は、改訂

後の数値を採用する

こと 

なお、市規定として

給水メータ口径は、

分岐する配水管口径

より2口径下とする。 

例：ﾒｰﾀφ50 ならば配

水管はφ100 以上 

 

集中分岐では、配水

管と給水管の口径を

検討するとともに、

給水管と各メータ口

径にも考慮する。 

また、共用栓も検討

対象に含める。 
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2.4 埋設検討 

2.4.1 埋設位置の検討 

配水管の埋設位置は下記を標準とし、道路埋設工事は主に交通状況・周辺

状況によって調整する。 

ただし、より口径の大きい配水本管等はこの限りではない。 

 

（1）水道管埋設位置は、道路に対し北側・東側を標準とする。 

ただし、給水件数、他の道路占用物の埋設位置を考慮して検討す

る。 

（2）交通量が多く、道幅 8.00ｍ以上で歩道のある道路では両側布設を

検討する。 

（3）官民境界から 1.20ｍの位置を標準出幅とする。 

（4）他の道路占用物との離隔を原則 0.30ｍ以上確保する。 

なお、中圧以上のガス管近辺に埋設する場合は、ガス会社支給の

ゴムシートによる防護を行う。 

（5）片側交互通行とする場合は、建設機械を設置し安全対策を施した

状態で通行可能な道路幅を 3.00ｍ以上確保する 

（6）通行止めとなる場合は、周辺住民の生活に支障のない曜日・時間

帯・期間を設定する。または迂回路を確保する。 

（7）上記の条件を満たした上で、道路管理者から許可される計画であ

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｅ

Ｎ

Ｓ

Ｗ

1.50

1.20

1
.
2
0

1
.
2
0

1
.
5
0

1.50

1
.
5
0

1.20
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2.4.2 仕切弁設置位置の検討 

弁栓類の設置位置・設置箇所は下記を標準とする。 

ただし、配水本管はこの限りではない。 

 

（1）仕切弁は道路の隅切りから 1.50ｍ程度離れた位置に設置する。 

（2）管路の始点に設置する。（本管・支管とも） 

（3）本管において、支管分岐の下流側に設置する。 

本管と支管が同口径である場合は、上流側・下流側・分岐側の３

箇所の設置を原則とし、前後の設置状況に応じて検討する。 

（4）水管橋・鉄道線路横断等伏越し部の両端に設置する。 

（5）交通量の多い道路の横断箇所に設置を検討する。 

（6）分岐・伏越しが無く、弁栓類の設置間隔が長大となる場合は、中

間バルブの設置を検討する。 

（7）高低差の大きい斜面の上部、下部に設置を検討する。 

（8）その他、管理上必要となる箇所に設置する。 

 

2.4.3 空気弁設置位置の検討 

空気弁の設置位置は、下記を標準とする。 

 

（1）管路の内、標高が周辺よりも高い位置に設置する。 

（2）占用物交差等により、土被りが著しく浅い区間：Ａに設置する。 

（3）占用物交差等により、土被りが著しく深い区間：Ｂが生じる場合、

Ｂを含まない前後両側あるいは片側に設置する。 

（4）傾斜部に埋設される管路で、仕切弁を閉止した場合に空気の滞留

が予想される場合、仕切弁近くの低地側に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左記の「仕切弁」は、

仕切弁、バタフライ

弁、スリース弁を含

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45°曲管×2 の変化

ならば基本的には設

置しない。 

土被りの浅い位置に

設置するため、Ｂを

含まない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 2章.設計基準 

- 10 - 

 

2.4.4 消火栓設置位置の検討 

消火栓の設置位置は、水道法第 24 条および消防法第 20 条に規定される

消防水利である。 

設置位置は、消防法第 20 条第 1 項に基づく「消防水利の基準」に従い、

担当消防署との協議の上決定する。 

 

用途地域 近隣商業地域・商業地域・工業地域・工業専用地域 

      →防火対象から消防水利の距離 100ｍ以内（80ｍ以内） 

     その他の用途地域及び用途地域の定められていない地域 

      →防火対象から消防水利の距離 120ｍ以内（100ｍ以内） 

 

消火栓設置位置の周辺地形状況により、空気弁付を検討すること。 

ただし、下記の場所への設置は避けること。 

 

（1）駐車場、乗入の前等、消火栓の使用により通行に支障が出ると考

えられる場所。 

（2）交差点内等、維持管理上で不都合のある場所。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防水利の基準 第

四条別表より抜粋 

（）内は年間平均風

速 4ｍ/s 以上の場合

に適用。 
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2.5 工法検討 

2.5.1 開削工法 

一般に使用される工法で、道路を掘って管を埋設する工法である。 

開削には、掘削幅と道路状況に適した建設機械（バックホウ）あるいは人

力により作業を行う。 

管種を問わず使用でき、費用も他と比較して有利となることが多いが、交

通対策を講じる必要があり、建設機械や埋設位置が制限される場合がある。 

 

2.5.2 推進工法 

土中を掘り進むことで、管を埋設する工法である。 

建築物、道路構造物、交通量等により、開削が採用できない場合に検討す

る。 

様々な工法があり、地質・口径・距離によって適したものを選定する為、

ボーリング等地質調査を行う必要がある。 

また、推進の発進・到達点では作業孔を掘り、機材を搬入するために、十

分な用地が必要である。 

開削工法と比較して費用が高く、綿密な計画を必要とする。 

布設可能な管種・口径も推進工法の種類によって限定される。 

 

2.5.3 さや管工法/パイプインパイプ工法/既設管内挿入工法 

いずれも新設管を「さや」となる管の中に布設する、同種の工法である。 

さや管は新設するほか、既設管を利用することも可能である。 

管内を通す為、新設管の口径は既設管よりも一段階以上小さくなる。 

挿入布設後は、必要に応じて新設管と既設管の隙間にエアモルタル等を

充填するのが一般的である。 

これは、管が破損した場合に路盤の陥没を招くおそれがあるほか、地下水

による新設管の腐食を防ぐためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推進延長が極めて短

い場合や、資料によ

り既知である場合を

除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周囲の地盤強度に見

合う、強度の低いエ

アモルタル等を充填

するのが一般的であ

る。 
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2.6 管種解説 

2.6.1 主な管種の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道施設設計指針 2000 年度版より。一部加筆修正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管種 長所 短所 

ダクタイル 

鋳鉄管 

1. 強度が大であり、耐久性がある 

2. 強靭性に富み、衝撃に強い 

3. 継手に伸縮可撓性があり、管が地盤

の変動追従出来る 

4. 施工性が良い 

5. 継手の種類が豊富 

1. 重量が比較的重い 

2. 継手の種類によっては、異形管防

護を必要とする 

3. 内外の防食面に損傷を受けると 

腐食しやすい 

 

鋼管 1. 強度が大であり、耐久性がある 

2. 強靭性に富み、衝撃に強い 

3. 溶接継手により、一体化ができ、地

盤の変動には長大なラインとして

追従出来る 

4. 加工性がよい 

5. ライニングの種類が豊富 

1. 溶接継手は、熟練工や特殊な工具

を必要とする 

2. 電食に対する配慮が必要である 

3. 内外の防食面に損傷を受けると 

腐食しやすい 

水道配水用 

ポリエチレン管 

 

 

1. 耐食性に優れている 

2. 重量が軽く施工性がよい 

3. 融着継手により一体化ができ、管自

体に柔軟性があるため、管路が地盤

の変動に追従できる 

4. 加工性がよい 

5. 内面粗度が変化しない 

1. 熱、紫外線に弱い 

2. 有機溶剤による浸透に注意する 

必要がある 

3. 融着継手では、雨天時や湧水地盤

での施工が困難である 

4. 融着継手は、コントローラや特殊

な工具を必要とする 

ナイロンコーティ

ング鋼管 

 

 

1. 耐食性・耐候性・耐水性に優れてい

る 

2. 耐薬品性に優れている 

3. 継手内部が防食しにくい 

1. 現場での切断、溶接、曲げ加工が

できない 

ステンレス鋼管 1. 強度が大であり、耐久性がある 

2. 耐食性に優れている 

3. 強靭性に富み、衝撃に強い 

4. ライニング、塗装を必要としない 

1.溶接継手に時間がかかる 

2.異種金属との絶縁処理を必要とす

る 
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2.6.2  ダクタイル鋳鉄管 

 

ダクタイル鋳鉄管には、目的別に多様な継手が用意されている。 

（1） 耐震管 

ＧＸ形、ＮＳ形、Ｓ形、ＳⅡ形 

（2） 一般管 

Ｋ形、Ｔ形、Ａ形 

（3） 狭小配管用 

Ｕ形 

（4） 管内配管用 

ＰⅠ形、ＰⅡ形、ＰＮ形    ほか 

継手形式毎に、口径や異形管のラインナップが異なる。 

一般に配水管として使用する継手形式は、（1）耐震管のＧＸ形、ＮＳ形で

ある。 

これら耐震管と一般管の差異は次の通りである。 

 

（1） 離脱防止力 

耐震管は離脱防止力 3DkN 以上を持ち、継手に離脱防止構造を有

する。 

例：φ100 の場合、3×100 kN≒30t 相当の抜け出し力に耐える 

（2） 管路構造 

耐震管は継手内部に伸縮余裕代があり、地盤の大きな変位にも

伸縮・屈曲して追従する「鎖構造管路」である。 

下図は鎖構造管路の挙動イメージである。 

 

 

 

 

 

 

対して一般管は、継手内部での伸縮代がない「柔構造管路」で

あるため、対応できる変位量に差がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NS 形には管厚の薄い

E 種管が用意されて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

ほかには水管橋用継

手形式等 

 

 

 

 

 

Ｄは口径を表す。 

Ｋ形特殊押輪には、

3DkN を満足する製品

もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋼管管路等管体の変

形でのみ追従する管

路は「剛構造管路」で

ある 
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2.6.2.1 Ｋ形継手構造 

（1） Ｋ形 

下図はＫ形普通押輪の構造である。 

受口と押輪をボルトで固定し、ゴム輪の抜出を防止する。 

 

 

 

 

 

異形管や仕切弁の前後では、不平均力が生じるため、抜出防止措置を講ず

る必要がある。 

この措置が必要な範囲を「一体化長さ」の範囲といい、Ｋ形では「特殊押

輪」を使用する必要がある。 

 

特殊押輪は、普通押輪の機能に加え、縦方向に押ボルトを設置し、管体と

爪（下図参照）の摩擦により抜出を防止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特殊押輪には複数の

製品がある。 

耐震型特殊押輪は、

3DkN 以上の抜け出し

防止力がある。 
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2.6.2.2 ＮＳ形継手構造 

（1） ＮＳ形直管 

φ75～φ450 

 

 

 

 

 

φ500～ 

 

 

 

 

 

ＮＳ形継手は、挿口凸部とロックリングによって抜け出しを防止する構

造である。 

受口内壁と挿口端部間には伸縮余裕代があり、定尺管長の 1％程度の伸縮

が可能である。 

また、継手部の許容曲角度もＫ形と同程度あり、その２倍程度までは最大

曲角度として耐える性能がある。 

φ500 以上の直管継手では、ボルトナットを使用してロックリングの固定

を補助する。 

 

一体化長さの範囲内では、伸縮しないよう「ライナ」を使用する。 

ライナは、継手内の伸縮代を埋める資材である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定尺管長とは、直管

の標準長さである。 

例：φ100 では 4ｍ，

φ150 では 5ｍであ

る。 

 

例：φ200 

許容曲角度 4° 

最大屈曲角度 8° 

 

ライナの幅－余裕代

がライナの有効長と

して発生する。 
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（2） ＮＳ形異形管 

Φ75～φ250 

 

 

 

 

 

 

Φ300～φ450 

 

 

 

 

 

 

 

φ500～φ1000 

 

 

 

 

 

 

 

異形管継手では、直管の継手に見られた余裕代はなく、押輪・セットボル

トを使用して固定する構造となる。 

従ってライナは必要なく、取り付けることもできない。 

φ75～φ250 の挿口部には屈曲防止用凸部が設けられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積算上、直管と異形

管は接合手間が異な

る。ただし、φ500 以

上は直管・異形管の

手間は同一で、ライ

ナを使用した継手の

み異なる。 
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（3） ＮＳ形継輪 

 

 

 

 

 

ＮＳ形継輪は、他の異形管と似た構造であるが、伸縮構造を有するという

点で異なっている。 

 

継輪は両側が受口であるため、屈曲・伸縮量が大きく、地盤変位の吸収に

優れている。 

その為、地盤が軟弱で変動が集中すると想定される箇所や、防護コンクリ

ートなど構造物によって固定された管との接続箇所に、可撓管の代用とし

て用いることもできる。 

 

反面、ライナを用いて伸縮を抑えることが出来ない為、一体化長さの範囲

外で使用することが望ましい。 

一体化長さの範囲内での設置が避けられない場合は、ＮＳ継輪用特殊割

押輪を使用し、伸縮を防止する。この場合であっても３DkN 以上の抜け出し

力が加わると継手に移動が生じるため、必ず挿し口凸部を有する管同士を

接合すること。 
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2.6.2.3 ＧＸ形継手構造 

（1） ＧＸ形直管 

 

 

 

 

 

 

ＧＸ形の継手構造は、ＮＳ形の継手構造と同じである。 

ただし、挿口凸部とゴム輪形状が異なっており、ＮＳ形よりも接合時の挿

入抵抗が少ない。 

一体化長さの範囲内でのライナ使用も同様である。 

 

（2） ＧＸ形異形管 

 

 

 

 

 

 

 

直管同様、ＮＳ形の継手構造と同じであるが、ゴム輪形状が異なっている

ほか、小口径であっても押輪とボルトナットを使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伸縮量もＮＳ形と同

等である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロックリング

ロックリングホルダゴム輪(直管用)

ロックリング

押輪

軽量Ｔ頭ボルト・ナット

ゴム輪(異形管用)



第 2章.設計基準 

- 19 - 

 

（3） 切管ユニット P—LINK 

 

 

 

 

 

 

P-LINK は、挿口凸部のない直管・切管端部に接続し、ＧＸ形挿口に変換

する材料である。 

P-LINK 受口側はＧＸ形以外のダクタイル鋳鉄管にも接続できるため、既

設Ｋ形管挿口をＧＸ形挿口にする、といった利用も可能である。 

P-LINK の受口は、押しボルトによって固定する構造である。 

 

（4） 切管ユニット G-LINK 

 

 

 

 

 

 

 

G-LINK は、挿口凸部のない管端部と、異形管継手の接続に用いる材料で

ある。 

Ｋ形継手の特殊押輪に相当し、通常の押輪等の代わりに取り付ける。 

管の固定は押ボルトで行い、抜出防止力は通常の継手同様 3DkN 以上とな

る。 

継ぎ輪に使用した場合、一体化長さの範囲内でも設置可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

挿口加工とは、切管

端部に溝切を行い、

挿口リングを取り付

けることで、挿口凸

部を形成することで

ある。 

ＮＳ形は挿口加工が

必要なのに対し、Ｇ

Ｘ形は切管ユニット

と挿口加工が選択で

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

異形管継手には、通

常の押輪等「接合材

料セット」と「G-LINK

セット」のいずれを

用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゴム輪

押ボルト

ゴム輪

押ボルト
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2.6.3  水道配水用ポリエチレン管 

 

水道配水用ポリエチレン管は、高密度ポリエチレンを材料とする管材で

ある。 

同じくポリエチレンを素材とする「水道用ポリエチレン管」と比較して、

強度が高く長期性能に優れている。 

 

ダクタイル鋳鉄管等金属管と異なり、管体自体が屈曲するため、地盤の変

位にも追従することが可能である。 

また、道路占用物の密集する現場において、ベンドと管体屈曲により柔軟

に対応可能である。 

加えて、比較的軽量であるため施工性がよく、掘削坑外で接合した後、吊

り込み布設を行うことも容易である。 

 

ただし、トルエン、トリクロロエチレン、ガソリン、灯油といった有機溶

剤に弱く、土壌の汚染が環境基準を上回る場合、管内に浸透し水が汚染され

る恐れがあるほか、長期間続くと管体自体の強度にも影響する。 

また、継手融着に電気を使用する為、雨天や湧水の激しい状況では接合不

良や感電の恐れがあるため、作業をすべきではないことに注意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ISO9080 

HPPE/PE100 

 

仮設配管に使用する

水道用ポリエチレン

管 1 種 2 層管等であ

る。 

 

強度では金属管の方

が優れている。 

 

 

 

 

 

 

塩化ビニル管等、合

成樹脂製管材に共通

する弱点である。 
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2.6.3.1 継手構造 

 

 

 

 

 

 

水道配水用ポリエチレン管には、電気融着接合を行うＥＦ継手と、ボルト

を用いたメカニカル継手が存在する。 

上図はＥＦ継手の構造図である。 

 

ＥＦ継手は、受口に埋め込まれた電熱線を、コネクタから通電して加熱

し、挿口と継手を溶かした後、冷却して一体化する融着継手である。 

溶融はインジケータの隆起によって確認するほか、コントローラで管理

できるため、作業員の練度に影響されにくい。 

また、管が一体となるため、不平均力に対する離脱防止を必要としない。 

 

ただし、欠点として 1.通電後に冷却が必要であるため、待機時間が発生

する、2.接合後は解体が不可能であり作業のやり直しが出来ない、3.接合不

良が生じた場合も再利用不可となる場合がある、といった点が挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＥＦ 

＝Electro fusion 

 

 

 

 

季節の影響を受ける 

 

解体は切断のみ。 

接合不良時も直管な

らば該当箇所切断、

異形管は破棄とな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 コネクタ

電熱線

コントローラ→

コールドゾーン 融着

インジケータ隆起
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2.7 管種選定 

2.7.1 標準選定表 

特別な事情がないかぎり、下表を選定の標準とする。 

 

口径 標準管種 標準接合方式 

φ40 以下 水道用ポリエチレン管 金属継手 

φ50 

水道配水用 

ポリエチレン管 
ＥＦ接合 φ75 

φ100 

φ150 

水道配水用 

ポリエチレン管 

ダクタイル鋳鉄管 

ＥＦ接合 

ＧＸ形 

φ200～φ450 
ダクタイル鋳鉄管 

ＧＸ形 

φ500 以上 ＮＳ形 

ただし、配水管の最小口径はΦ50 を標準とする。 

 

ダクタイル鋳鉄管 GX 形切管は、1 種管+挿し口加工を標準とする。 

現場状況に応じて、口径毎に 1 種管+挿し口加工と S 種管+切管ユニットの

経済比較を行い、協議の上、使用を決定する。 

※S 種管を設計で計上する場合は、図面に表記する。 

 

φ150 は埋設道路や布設目的により採用管種を選定する。 

重要給水施設配水管等、安全性を優先する場合はダクタイル鋳鉄管を採用

し、一般の配水にのみ使用する場合は水道配水用ポリエチレン管の採用を

基本とする。 

また、Φ100 以下であっても、Φ150 以上からの分岐部や道路種別によって

はダクタイル鋳鉄管を採用する。 

   

いずれの管種も、ポリエチレンスリーブ被覆を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給水管および泥吐

弁、水管橋で使用す

る管種は別途規定す

る。 

 

令和 6 年度時点、ダ

クタイル鋳鉄管ＧＸ

形は口径 φ75～φ450

が規格化されてい

る。 

 

 

 

 

 

重要給水施設配水管

等安全性を優先する

場合はダクタイル鋳

鉄管とする。 

 

ポリスリーブ被覆は

本来、管体の腐食防

止のために行いうも

のであり、合成管で

は不要である。 

ただし、使用する管

保護材料（山砂）が、

「愛知県企業庁工事

標準仕様書」の規格

外であるため、代替

措置として被覆を行

うこと。 

（第 3章参照） 
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2.7.2  道路種別による選定 

 

（1） φ100・φ75 の管であっても、国県道及び 1・2 級市道に埋設す

る場合は、ダクタイル鋳鉄管を検討する。 

（2） 上記道路と市道の交差点部では、市道側の第一仕切弁までダク

タイル鋳鉄管を使用する。（下図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.7.3  その他留意事項 

 

（1） 下水道、ガス等と同調工事を行う場合は、管保護・施工量調整

のため、別途検討を行う。 

（2） ガソリンスタンド、有機溶剤を使用する工場の前等では、油類

が合成樹脂製の管体に浸透し、水を汚染する恐れがある。 

汚染対策として、ポリスリーブ被覆をナイロンスリーブ被覆に

置き換えるか、管種を金属管に変更すること。 

（3） その他、採用工法や現場条件に適した管種を選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準使用管種では塩

化ビニル管,水道配

水用ポリエチレン管

が該当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ナイロンスリーブは

油類を透過しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑
そ
の
他
市
道
他
↓

←国県道または1・2級市道→

D
I
P
 
G
X
形

DIP GX形

H
P
P
E
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2.8 異種接合 

2.8.1  ダクタイル鋳鉄管ＧＸ形の異種接合 

 

（1） 既設鋳鉄管（Ｋ形直管挿口）との接合 

切管ユニットを使用する方法 

既設管に切管ユニット P-LINK を接合し、GX 形直管を接合 

 

 

 

 

 

 

既設管にＧＸ形異形管＋G-LINK を使用し接合 

 

 

 

 

 

 

挿口加工を使用する方法 

既設管にＧＸ形挿口加工を行い、ＧＸ形任意管を接合 

 

 

（2） 既設鋳鉄管（ＮＳ形直管挿口）との接合 

既設ＮＳ形挿口に接合する場合（Φ250 以下） 

ＮＳ受口-GX 形挿口の甲切管を作成し、接合 

またはＮＳ受口-Ｋ形挿口甲切管とし、G-LINK を使用 

 

 

 

 

 

 

 

既設ＮＳ形挿口に接合する場合（Φ300 以上） 

互換性があるため、ＧＸ形直管・異形管ともに直接接合可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図はいずれもダクタ

イル鉄管協会発行資

料より 

 

 

Ｋ形挿口とは、挿口

加工のない挿口を指

し、継手種別を問わ

ない。 

従って、Ｋ形以前の

形式であるＡ形管

や、ＮＳ形で挿口加

工をしない場合で

も、Ｋ形挿口として

扱う。 

 

Ｋ形継輪を使用して

もよい。 

 

 

 

 

 

 

 

取外が困難である場

合は、ＮＳ形挿口を

切断し、Ｋ形挿口と

してもよい。 
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（3） 既設鋳鉄管（Ｋ形異形管挿口）との接合 

既設管にＧＸ形異形管＋G-LINK を使用し接合 

 

 

 

 

 

 

または、Ｋ形切管・直管を介し、ＧＸ形と接合する。 

 

 

（4） 既設鋳鉄管（ＮＳ形異形管挿口 Φ250 以下）との接合 

既設管にＮＳ形切管（直管）を接合し、直管挿口とＧＸ形を接合

する。 

 

 

 

 

 

 

 

（5） 既設鋳鉄管（ＮＳ形異形管挿口 Φ300 以上）との接合 

互換性があるため、ＧＸ形直管・異形管ともに直接接合可能 

 

 

 

 

 

 

 

（6） 既設鋳鉄管（Ｋ形直管・異形管受口）との接合 

Ｋ形挿口の切管を使用して接合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＧＸ形異形管は任意

の異形管でよい。 

ただしＫ形異形管の

種類によって接合で

きない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｋ形受口の劣化具合

によっては、受口を

切断して挿口とす

る。 

ＧＸ形異形管とＫ形

受口を接合する方法

はない。 
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（7） 既設鋳鉄管（ＮＳ形直管・異形管受口Φ250 以下）との接合 

ＮＳ形挿口の切管を使用して接合 

 

 

 

 

 

 

 

（8） 既設鋳鉄管（ＮＳ形直管・異形管受口Φ300 以上）との接合 

互換性があるため、ＧＸ形直管・異形管ともに直接接合可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

（9） 水道配水用ポリエチレン管との接合 

異種管継手を使用して接合 

鋳鉄管挿口とＰＥ挿口を有する異形管である。 

 

ジョイントを使用して接合 

鋳鉄管用受口とＰＥ用受口を有す異形管である。 

 

（10） 耐衝撃性硬質塩化ビニル管との接合 

ジョイントを使用して接合 

鋳鉄管用受口とＰＥ用受口を有す異形管である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一体化長さの範囲内

での継手、ジョイン

トの使用は、安全性

が低いため行わな

い。 

ただし、継続工事等

で一時的に接続を行

う必要がある場合

は、別途考慮する。 
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2.8.2 ダクタイル鋳鉄管ＮＳ形の異種接合 

 

（1） 既設鋳鉄管（Ｋ形直管挿口）との接合 

Ｋ形継輪を使用し、ＮＳ形-Ｋ形挿口切管を接合 

または、既設管をＮＳ形挿口加工し、ＮＳ形継手で接合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 既設鋳鉄管（Ｋ形異形管挿口）との接合 

Ｋ形受口-NS 形挿口の切管を使用して接合 

異形管へのＫ形継輪接合は安全上好ましくないため、行わない。 

 

（3） 既設鋳鉄管（Ｋ形受口）との接合 

Ｋ形挿口の切管を使用して接合 

 

2.8.3 水道配水用ポリエチレン管の異種接合 

 

（1） 既設鋳鉄管（Ｋ形直管挿口）との接合 

ジョイントを使用して接合 

 

（2） 既設鋳鉄管（Ｋ形異形管挿口）との接合 

接合しない 

ジョイントの取付は可能であるが、安全上好ましくないため、行

わない。 

 

（3） 既設鋳鉄管（ＮＳ・ＧＸ形挿口）との接合 

対応する材料がないため接合不可 

 

（4） 既設鋳鉄管（Ｋ・ＮＳ・ＧＸ形受口）との接合 

異種管継手を使用して接合 

 

（5） 耐衝撃性硬質塩化ビニル管との接合 

ジョイントを使用して接合 

 

 

 

 

管種の採用規定によ

りＮＳ形はΦ500 以

上の管に限定され

る。 

そのため、ＧＸ形を

介した接合および、

水道配水用ポリエチ

レン管、耐衝撃性硬

質塩化ビニル管との

接合は考慮しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

異種管継手について

は GX 形接続参照 

 

 

塩化ビニル管受口と

は接続しない。 
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2.8.4 その他異種接合 

 

（1） 鋼管との接合 

水管橋部等、鋼管と一般埋設部管路の接合には、以下の方法が

ある。 

 

・一般埋設部がダクタイル鋳鉄管の場合 

鋼管をＧＸ形・ＮＳ形挿口加工し、ＮＳ形・ＧＸ形受け口と接

合する。 

 

同様の手法で、鋼管をＫ形挿口加工し、Ｋ形継手やＧＸ形継手

で接合することも可能だが、鋼管に対する特殊押輪（押ボルト）

の抵抗が保証できないため、行わない。 

 

・一般埋設部が水道配水用ポリエチレン管の場合 

鋼管端部とジョイントで接合する。 

鋼管に使用するジョイントは、ビニル管用と共通である。 

水道配水用ポリエチレン管との接合では、ＰＶジョイントとな

る。 

ただし、ジョイントは離脱防止力が低いため、鋼管ＧＸ形挿口

加工とし、ＧＸ形両受短管等と異種管継手を使用する方がよい。 

 

・地中部に可撓管を設置する場合 

可撓管の継手形式を組み合わせることにより、異種接合可能で

ある。 

例 1：鋼管がＮＳ形挿口の場合 

ＮＳ形受口×ＧＸ形受口を使用し、ＧＸ形管路と接合 

     例 2：鋼管が溶接継手の場合 

       溶接継手×ＧＸ形受口を利用し、ＧＸ形管路と接合 

 

（2） フランジ接合 

フランジは一般的に使用する管種すべてに用意されており、容

易に異種接合が可能であるが、耐震性が極めて低いため使用し

ない。 

ＮＳ形採用以前の管路では「フランジ式仕切弁」が一般的に用

いられているため、管路更新時には必ず排除すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この場合の可撓管は

ボール型を想定す

る。 

 

 

例 1 は可撓管の交換

が可能、例 2 は交換

が難しいが剛性が高

い。 

 

消火栓、空気弁等は

除く。 

仕切弁は本来、障害

時の影響範囲を区切

るための設備である

ため、これ自体に障

害が発生すると、広

範囲が影響を受け

る。 
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2.9 付帯設備 

2.9.1 仕切弁の選定 

 

（1） 仕切弁は、ソフトシール仕切弁を標準とする。 

（2） Φ350 以上では、バタフライ弁を検討する。 

（3） Φ400 以上では、充水機能付きバタフライ弁を検討する。 

（4） 弁の継手形式は、管路と同じ継手を選定する。 

ＧＸ形の場合 …ＧＸ形両受仕切弁または受挿し仕切弁 

ＮＳ形の場合 …ＮＳ形両受仕切弁または受挿し仕切弁 

        ＮＳ形両受バタフライ弁 

ＨＰＰＥの場合…ＰＥ挿し口付仕切弁 

（5） 仮設ＰＥＰでは、ゲートバルブを使用する。 

このバルブの継手形式は、両側内ネジである。 

（6） 弁筐は、Φ300 以下の場合円形を採用する。 

Φ350 以上の場合、円形 2 号を採用する。 

 

仕切弁の補足 

仕切弁は、水を遮断するために用いられる、一般的な弁形式である。 

弁箱内の弁体（仕切扉）が管の垂直方向に移動することで開閉を行う。 

主な特徴は以下の通りである。 

（1） 全開時に水流を妨げないため、水圧の損失が少ない。 

（2） 閉止時の止水性能が高い。 

（3） 管の垂直方向に動作するため、上部構造が巨大となる。 

弁体は口径に応じて大型となるため、同じ埋設深さであって

も、より大口径であるほど弁頭部は浅くなり、埋設不可となる

おそれがある。 

（4） 開閉にかかる労力（操作トルク）が比較的大きい。 

 

弁箱内の構造により、メタルシート型とソフトシール型の２種に分類さ

れる。 

メタルシート型は底部に弁体を受ける溝がある。 

ソフトシール型は溝がない代わりに、弁体にゴムが使用されており、圧着

して止水する構造である。 

メタルシートの場合、溝に砂礫やサビが滞留し、閉止時に止水性能が低下

あるいは完全止水できなくなる問題がある。 

そのため、現在はソフトシール型が一般的に用いられている。 

なお、ソフトシール仕切弁は、開閉キャップ部に「Ｓ」と刻印されている

ため、埋設状態でも判別が可能である。 

 

 

 

 

 

 

この「仕切弁」は、バ

タフライ弁等を含む

閉止用バルブ全般を

指す。 

 

Φ300 以上のＧＸ形

の場合、ＮＳ形バタ

フライ弁も接合可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メタルシート型は溝

形やメタルタッチと

も呼称する。 
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バタフライ弁の補足 

バタフライ弁は、主に中・大口径で採用される弁で、蝶形弁ともいう。 

弁箱内で円形の仕切扉を回転させることにより、開閉を行う構造である。 

主な特徴は次の通りである。 

（1） ギアが組み込まれており、開閉に要する労力（操作トルク）が

軽減される。 

（2） 開度計があり、弁体の状態を確認できる。 

（3） 仕切弁より上部構造が小さく、大口径であっても浅埋可能で

ある。 

（4） 仕切扉が常に流体内にあるため、若干の水圧損失がある。 

（5） 完全には止水されない。 

（6） 上部構造が小さいため、埋設深さが大きい場合に操作が困難

となる。 

対応として、上部構造の高さを調整した製品を用いるか、キャ

ップの継棒を利用する。 

なお、開度計確認を行うため、調整品を推奨する。 

 

ゲートバルブの補足 

ゲートバルブは、簡易型の仕切弁である。 

小口径は水圧が低く止水も容易であるため、各部を簡素化した製品が用

意されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調整品は首長○○mm

と表現される。 

なお、中口径以上の

標 準 品 は 土 被 り

1.20m 程度を想定し

ている。 
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継手構造の補足 

一体型 

弁の本体にＧＸ形、ＮＳ形、Ｋ形等の受口または挿口を有するものを、一

体型仕切弁、一体型バタフライ弁と呼称する。 

これらの受口および挿口は、各形式の異形管継手であり、同等の離脱防止

性能を有している。 

鋳鉄管継手の一体型仕切弁には、両側が受口の「両受仕切弁」と、受口と

挿口の両方を有する「受挿し仕切弁」がある。 

水道配水用ポリエチレンの一体型仕切弁は、両側が挿口のＰＥ挿し口付

仕切弁」である。 

バタフライ弁は、両側受口である。 

 

一体型はフランジ型と比較して 

（1）重量が大きい。 

（2）異なる継手の管路に流用しにくい。 

（3）施設内等、狭い空間での割込みや位置調整に向かない。 

（4）管路の弱点となるフランジがなく、耐震管路を構築できる。 

（5）継手箇所数が減少する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧来のフランジ型仕

切弁に対して、継手

が一体化されている

ため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 2章.設計基準 

- 32 - 

 

フランジ型 

フランジ型は、両側にフランジ面を有する弁である。 

いずれの管種も、片側フランジ、片側受口または挿し口の管材が用意され

ているため、接合は容易である。 

過去の災害事例において、フランジは他の継手よりも破断が生じやすく、

耐震性が低いと判明している。 

特に弁部の障害は管路の障害よりも広範囲に影響が及ぶため、埋設管路

では採用しない。 

 

管路破損のイメージ 

 

 

 

弁部破損のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、継手を外せば管垂直方向に取外しが可能である点や、面間が小さ

い点等、狭い空間の作業に向く特徴があり、施設内での使用は有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋳鉄管では短管１

号・2 号、鋼管や塩ビ

管ではＭＦジョイン

ト等。 

 

弁に限らず、フラン

ジは極力使用しな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一体型の場合、弁片

側を解体して管水平

方向にずらすか、両

側を切断して垂直方

向に取り外す必要が

ある。 
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2.9.2 消火栓の選定 

 

消火栓は有事の際、迅速に消火を行う為の施設である。設置に関する基準

は消防法「消防力の基準」「消防水利の基準」に規定されており、これを遵

守するが、管網上の設置位置については消防署との協議の上決定する。 

消火栓は以下の規定に従う。 

 

（1） 消火栓の放水流量は、１㎥/分を想定する。 

（2） 管路の口径がΦ250 以下の場合、単口消火栓とする。 

（3） 管路の口径がΦ300 以上の場合、双口消火栓を検討する。 

（4） 消火栓の口径は６５Ａとする。 

（5） 地下式消火栓（リフト式）を標準とする。 

（6） 補修弁の使用を標準とする。 

（7） 補修弁は高さ０．１５ｍを標準とする。 

（8） 消火栓の取付口は、地盤より０．１５ｍ～０．２５ｍ程度の深

さに位置するよう調整する。 

この調整は、以下の順に行う。 

1. フランジ短管の高さ変更 

2. 補修弁の高さ変更（1 で調整出来ない場合） 

（9） 地盤の高い位置に設置する消火栓は、空気弁付消火栓の使用

を検討する。 

（10） 基幹管路・重要給水施設管路上の消火栓は、継手部に耐震補強

型継手材料を使用する。 

 

消火栓構造例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パッキンに金属材料

を含み、地震による

揺れや弁体弁室の衝

突時に漏水を起こし

づらい 
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2.9.3 泥吐弁の選定 

 

泥吐弁は、主に以下の目的で設置・利用する。 

 

（1） 管布設後の洗管、排水 

（2） 管内部に入った土砂等夾雑物の排出 

（3） 濁り水が発生した際の排水、洗管、異物の排出 

（4） 弁操作時の急激な流向変化による濁り水発生の防止 

（5） 仮設配管の取り出し 

（6） 残留塩素測定等水質管理のための取水 

 

排出先は道路側溝・集水ますを利用する。 

排水口は、排水の色や夾雑物の有無を目視確認でき、バケツ等の容器で採

取可能な位置とする。 

性質上、管路の下流側や低地側での設置が効果的である。 

洗管を目的とする場合は、弁の操作によって効率よく排水できる位置と

する。 

泥吐弁の口径は、配水管口径Φ250 以下のときφ５０を標準とする。 

Φ300 以上では吐出先の容量や、排水丁字管の口径を参考に別途検討す

る。 

 

吐出先がない場合は、消火栓を代用としてもよい。 

使用時には、消火栓にホースを接続し、吐出可能な場所に排水する。 

 

吐出口の向きは、吐出先の流下方向または下向きとする。 

これは、例えば側溝内壁に向けて吐出すると、排水の飛散、側溝の破損が

生じる恐れがあり、また水の採取に支障があるためである。 

集水桝や河川に吐出する場合も同様であり、特に大口径管からの排水で

は、吐出先の河床を洗掘する恐れがあるため、防護コンクリートの打設等

の対策を検討する。 

 

泥吐弁の構成および使用する資材は、下記を標準とし、現場状況に合わせ

て調整する。 

なお、分岐部～弁部までは、常に通水状態にあり、配水管と切り離せない

ことから、配水管と同等の耐震性能を有する構造とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

夾雑物を排出するに

は、流量を大きくし

管内流速を上昇させ

る必要がある。 

配管口径に対し泥吐

弁口径が小さい、あ

るいは水圧が低いと

流速が上昇しないた

め、十分な口径の泥

吐弁が必要である。 

 

排出先が河川等容量

に余裕のある構造で

あった場合、Φ５０

より大きな口径を検

討してもよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 2章.設計基準 

- 35 - 

 

配水管がダクタイル鋳鉄管場合 

（1） 分岐部：二受丁字管 

（2） 管部１：ダクタイル鋳鉄管 

（3） 弁部 ：両受仕切弁、または受挿し仕切弁 

（4） 管部２：短管２号＋異径合フランジ 

＋ＥＦ継手オネジソケット 

（5） 立上部：ＨＰＰＥ＋ＥＦ継手エルボ 

（6） 吐出部：ねじ込み継手エルボ×２＋ロングニップル 

 

参考図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上図は、配水管占用位置と吐出先間の距離が十分でない場合の構造図で

ある。 

配水管を標準出幅に埋設する場合で、並走する側溝に排出するには、上図

のように９０°曲管/ベンド/エルボを使用して、本管と泥吐弁を平行に設

置する必要がある。 

離隔次第では、管部１の切管を除外し、分岐部と曲管を直結してもよい。 

Φ100 以上の泥吐弁の場合は、原則全てダクタイル鋳鉄管を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本管と吐出先の離隔

が少ない場合、管部

１に曲管を追加す

る。 

 

異径合フランジはフ

ランジ板＋内ネジの

管材で、内ネジ径Φ

50 を使用する。 

 

吐出部のねじ込み継

手エルボの内、１本

は露出である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＶＬＰ継手ロングニップル　５０Ａ×２００Ｌ
ＶＬＰ継手エルボ　５０Ａ×２

ＨＰＰＥ　φ５０　Ｌ＝１．００ｍ
合フランジφ７５×φ５０

ＥＦ継手オネジソケットφ５０×２

ＧＸ形 片受90°φ７５

ＧＸ形 受挿し仕切弁φ７５

ＧＸ形 短管2号φ７５
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配水管が水道配水用ポリエチレン管の場合 

（1） 分岐部：ＥＦチーズ 

（2） 管部１：水道配水用ポリエチレン管 

（3） 弁部 ：ＰＥ挿し口付仕切弁 

（4） 管部２：ＨＰＰＥ＋ＥＦ継手ソケット 

（5） 立上部：ＨＰＰＥ＋ＥＦ継手エルボ 

（6） 吐出部：ねじ込み継手エルボ×２＋ロングニップル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上図の構造は隅切りのある交差点等、配水管と排出先の離隔に余裕のあ

る場合の構造である。十分な余裕がない場合は、分岐と仕切弁間に曲管の使

用を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＶＬＰ継手ロングニップル　５０Ａ×２００Ｌ
ＶＬＰ継手エルボ　５０Ａ×２

ＥＦ継手オネジソケットφ５０

ＥＦ継手エルボφ５０

ＰＥ挿し口付ソフトシール仕切弁φ５０
ＥＦ継手チーズφ７５×φ５０

ＨＰＰＥ　φ５０　Ｌ＝１．００ｍ
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割丁字管で分岐する場合 

（1） 分岐部：割丁字管（不断水割丁字管） 

（2） 管部１：水道配水用ポリエチレン管 

（3） 弁部 ：ＰＥ挿し口付仕切弁 

（4） 管部２：水道配水用ポリエチレン管 

（5） 立上部：水道配水用ポリエチレン管＋ＥＦ継手エルボ 

（6） 吐出部：ねじ込み継手エルボ×２＋ロングニップル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上図は既設管に設置する場合の標準図である。 

二受丁字管・チーズによって分岐することが困難な場合にも、採用するこ

とができる。 

 

泥吐弁口径がΦ75 以上の場合は、別途考慮する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既設分岐の場合は不

断水割丁字、新設分

岐の場合は割丁字管

となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震性の観点から、

二受丁字管・チーズ

分岐を優先するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

割Ｔ字管（ＳＳ型）φ７５×φ５０

ＶＬＰ継手ロングニップル　５０Ａ×２００Ｌ

ＶＬＰ継手エルボ　５０Ａ×２

ＰＥ挿し口付ソフトシール仕切弁φ５０

ＥＦ継手オネジソケットφ５０

ＥＦ継手オネジソケットφ５０

ＥＦ継手エルボφ５０

ＥＦ継手エルボφ５０

ＨＰＰＥ　φ５０　Ｌ＝２．００ｍ
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2.9.4 空気弁の選定 

 

空気弁の機能は、管内に滞留する空気を排出し通水断面を確保する「排

気」と、断水時等で管内の負圧を防止する「吸気」の２つである。 

この内、排気については、開放状態の給水栓や泥吐弁でも代用可能である

ため、配水支管は極端に滞留の起こりやすい位置を除き、設置していない。 

 

空気弁の設置は、以下の状況で行う。 

 

（1） 地盤の高低差により、管路の標高がほかよりも高い箇所 

（2） 水管橋や構造物上越し等、配管上で生じる管路凸部 

（3） 構造物交差下越しの前後で、滞留が生じる恐れのある側 

傾斜地であれば、低地側の下向き配管部 

平地であれば、流向の上流側の下向き配管部 

（4） その他、管理上必要となる箇所 

（5） 基幹管路・重要給水施設管路上の空気弁は、継手部に耐震補強 

型継手材料を使用する。 

（6） 基幹管路・重要給水施設管路上の空気弁は、洗管や応急給水口

の役割をもつ材料を検討する。 

例）カムレバーロック式急速空気弁 

 

空気弁の口径は、下表を標準とする。 

 

配水管口径 空気弁口径 

Φ75 

Φ25 

Φ100 

Φ150 

Φ200 

Φ250 

Φ300 

Φ400 

Φ75 Φ500 

Φ600 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パッキンに金属材料

を含み、地震による

揺れや弁体弁室の衝

突時に漏水を起こし

づらい 
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2.10 不断水工法 

2.10.1 不断水分岐工法 

 

不断水分岐工法は、運用中の管路を断水せずに分岐を行う工法である。 

管体に分岐側に弁を有する「不断水割丁字管」等を取り付け、専用工具に

て穿孔し、分岐を行う。 

主な特徴は次の通りである。 

 

（1） 各管種用の製品が用意されている。 

（2） 全周パッキンのものを使用する。 

（3） 分岐側の継手形状が複数あり、経済性や耐震性を考慮して選択で

きる。 

（4） 直管部であれば、分岐位置を自由に調整可能である。 

異形管および継手には設置できない。 

（5） 穿孔には、管の垂直方向に作業空間を要する。 

従って他の占用物が近接する場合、対策が必要である。 

（6） 一度穿孔すると、不断水分岐材料は取り外すことが出来ない。 

（7） 不断水割丁字管のずれ等で漏水するおそれがあるため、通常の丁

字管・チーズ分岐よりも耐震性で劣る。 

 

以下は製品の一例である。 

ただし、同等製品でもメーカー各社で呼び名が異なるため、以下項目はお

おまかな特徴で分類したものである。 

 

（1） 不断水割丁字管フランジ形 

分岐側がフランジ形継手の製品で、接続する管種を問わない反

面、耐震性は低い。 

小口径から大口径まで用意されている。 

（2） 不断水割丁字管Ｋ形 

分岐側がＫ形受口/挿し口の製品で、フランジ形よりも離脱防止

性能が高い。 

当然、接続管種はダクタイル鋳鉄管に限定される。 

耐震型特殊押輪の使用で 3DkN の離脱防止力が確保できる。 

対応する本管口径は標準品でΦ200 まで、分岐側弁を回転できる

仕様違い品でΦ300 までである。 

分岐口径はΦ75・Φ100・Φ150 のみ。 

（3） 不断水割丁字管ＮＳ形 

分岐側がＮＳ形受口/挿し口の製品で、フランジ形よりも離脱防

止性能が高い。 

こちらも弁部を回転可能な製品があり、本管口径、分岐口径もＫ

形同様である。 

 

 

 

 

 

 

分岐側に弁のない製

品もある。こちらは

別途仕切弁を組み合

わせないと不断水で

は設置できない。 

 

 

 

 

管断面に対する穿孔

角度は調整可能であ

る。 

例えば、管の真上を

穿孔し分岐可能であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震時、本管と分岐

側の挙動差により、

不断水割丁字管に負

荷が集中するため、

漏水や破断の危険性

が高い。 

 

 

 

 

 

埋設後に開閉操作し

ない場合、弁を倒し

ておくことで占有す

る空間が削減でき

る。 
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（4） 不断水割丁字管内ねじ型/外ねじ型 

分岐側がねじ継手を有しており、鋼管やビニル管、ポリエチレン

管との接続に向く。 

本管口径Φ250 まで、分岐側口径はΦ40 と 50 のみ用意されてい

る。 

（5） 耐震型不断水割丁字管 

分岐部に可撓性を有するため、地震動や変位に対応する。 

継手形状も複数用意されている。 

（6） 三方向切替弁 

分岐側の開閉だけでなく、本管２方向も開閉操作可能な管材で

ある。 

三方向の開閉を切替操作でき、他に仕切弁等が設置されていな

くても、本管の一方向を閉止することができる。 

不断水割丁字管が管の壁面を穿孔するのに対し、こちらは管の

一部を切り取って分断する。 

この切断作業は管の上部から行うため、分岐側の作業空間が小

さいという利点がある。 

不断水割丁字管よりも材料・施工ともに高価であり、主に大口径

の管路で採用される。 

 

不断水分岐は、口径や本管の管種、必要な耐震性能および、作業空間の現

場適合性等を総合的に判断して行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、後述の不断水

ストッパーと不断水

分岐の機能を併せ持

つ製品もある。こち

らは本管の一方のみ

を閉止することはで

きない。 

 

 

トップカットとい

う。 
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2.10.2 不断水仕切弁工法 

 

不断水仕切弁工法は、本管を断水することなく弁部を追加する工法であ

る。 

不断水分岐同様、管体に不断水仕切弁を取り付けた後、弁体を挿入できる

よう管体上部を切断する。 

 

主な特徴な次の通りである。 

（1） 主要な管種、口径用の製品が用意されている。 

（2） 管上部を切断するため、不断水割丁字管と比較して水平方向の作

業空間が少ない。 

（3） 閉止機能に加え、分岐機能を有する製品がある。 

この場合も（2）の利点はあるが、対応口径が限られる。 

また、閉止と分岐を別々で行うよりも経済性で劣る場合がある。 

（4） 一度穿孔すると、不断水分岐材料は取り外すことが出来ない。 

（5） 不断水仕切弁の閉止により不平均力が生じるため、一体化長さを

確保しなければならない。 

設置位置前後の既設管継手で、特殊押輪やライナを使用していな

いものには、離脱防止措置を講ずる。 

（6） 上記離脱防止の範囲が長大となる場合、コンクリート防護により、

範囲の縮小を検討する。 

特に大口径では、一体化長さの範囲が広い上、離脱防止措置の労

力も大きいため、コンクリート防護が有効である。 

（7） 不断水仕切弁の設置は、水道事業実務必携に歩掛の記載がないた

め、見積となる。 

 

 

閉止を検討する管路が塩化ビニル管やポリエチレン管等、合成樹脂管で

ある場合は、後述のエアーバックストッパー工法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ストッパー、不断水

ストッパーとも呼称

する。 

 

 

 

 

 

 

 

三方向切替弁とは異

なる製品である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不断水分岐は小口径

のみ記載あり 
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2.10.3 圧着工法 

 

管体を押し潰して閉止する工法で、合成樹脂管にのみ可能である。 

押し潰した部分は漏水の危険性が有るため、フクロジョイント等を用い

て補修を行う 

この工法は不断水仕切弁と違い完全止水されないため、融着継手と併用

することはできない。 

適用可能な管種は既設塩化ビニル管およびポリエチレン管、口径はΦ75

以下とする。 

圧着工法はやむを得ない場合を除いて採用せず、不断水仕切弁工法また

はエアーバック工法を検討すること。 

 

2.10.4 エアーバックストッパー工法 

 

専用のサドル分水栓を設置し、管内で風船状の弁体を膨張させることで、

一時的に閉止する工法である。 

長時間の閉止ができず、φ150 程度の口径の管までの検討とする。 

 

設計上は、作業時間や閉止回数、費用対効果を考慮して、採用を検討する。 

現場作業上では、漏水等緊急性の高い状況において、必要に応じて採用す

る。 
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2.10.5 凍結工法 

 

管体を発泡スチロール等の箱で囲み、液体窒素を流し込むことで管内の

水を凍結させて閉止する工法である。 

主な特徴は以下の通りである。 

 

（1） 管を切断、穿孔、圧着せず、施工後に設備が残らないため、漏水

するリスクが低い。 

（2） 液体窒素を追加し続ければ、閉止状態を長時間位置できる。 

（3） 温度変化を伴うため、金属管にのみ使用可能である。 

（4） 凍結するまで時間を要する。 

（5） 施工後、解凍まで時間を要する。 

（6） 凍結するまでの間、管内の水流を停止する必要がある。 

そのため、近隣の仕切弁を閉止する必要がある。 

 

液体空気量と凍結時間 

口径 使用量：ℓ 凍結時間 

φ75 15～20 10 分 

φ100 30～40 20 分 

φ150 60～80 40 分 

φ200 約 160 1 時間 30 分 

※ 夏期は使用量を多めにする。 

 

液体窒素が漏れないよう、箱は水平にし、隙間をパテ等で埋めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他の材料では止水で

きない異形管や丁字

管分岐部等でも使用

可能である。 
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2.11 管保護 

2.11.1 不平均力に対する保護 

 

管の端部、曲部、弁部では、管内の圧力と水流によって管が抜け出そうと

する力＝「不平均力」が発生する。 

不平均力が、管自体の重量、管上部の土の重量、水の重量、管と土との摩

擦といった抵抗を上回ると、継手が離脱し障害が発生する。 

 

そのため、以下の対策の一方あるいは両方を用いて離脱を防止する。 

（1） 複数の管を固定・一体化し重量を増大させる。 

（2） 管体回りにコンクリートを打設し重量を増大させる。 

この固定範囲が「一体化長さ」である。 

 

一体化長さは、口径、管重量、異形管の種類、継手の離脱防止性能、土被

りによる土圧、ポリスリーブの有無、水圧といった条件から計算することが

できる。 

一般に使用される条件においては、ダクタイル鉄管協会発行資料の早見

表の値を使用する。 

それ以外の条件では、必要に応じて計算を行うこと。 

主要管種における離脱防止措置は以下の通りである。 

 

（1） ダクタイル鋳鉄管ＧＸ形…直管受口にライナ 

            継輪に G-LINK 

（2） ダクタイル鋳鉄管ＮＳ形…直管受口にライナ 

            継輪に専用特殊割押輪 

（3） ダクタイル鋳鉄管Ｋ形 …直管受口に特殊押輪 

（4） 塩化ビニル管     …直管受口に離脱防止金具 

（5） 水道配水用ポリエチレン管…必要なし 

 

ＧＸ形、ＮＳ形の異形管継手は固定構造であるため、特別な措置は必要な

い。 

また、両継手とも継輪は伸縮構造を有するが、ライナを使用できないた

め、原則として一体化長さの範囲内では使用しない。 

範囲内で使用する必要がある場合は、ＧＸ形ならば G-LINK、ＮＳ形なら

ばＮＳ継輪用特殊割押輪を使用して固定する。 

Ｋ形の異形管受口は、標準で特殊押輪を使用すること。 

塩化ビニル管は、直管受口に離脱防止金具を使用する。 

同、異形管の継手には、一体化長さの範囲にかかわらず離脱防止金具を使

用すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンクリートの場

合、管体よりも土と

接する面積が増え、

摩擦や背面土圧の効

果も期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

継輪へのG-LINK使用

は、挿し口側の加工

の有無に関わらず行

うこと。 
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2.11.2 一体化長さの範囲 

 

一体化長さの範囲を下図ＬおよびＬ２で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いずれの L、L2 も異形管の長さを含まない。 

 

ＧＸ形・ＮＳ形では、ライナを使用した継手は伸縮しない。 

大口径の管路では、一体化長さが数十メートルとなることもあるため、コ

ンクリート防護を併用して伸縮性能を活かすよう検討する。 

検討にあたっては、GX 形ダクタイル鉄管管路の設計を使用すること。 

 

塩化ビニル管は、仕切弁のみＬ＝5.0ｍとして適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

縦ベンドは、土被り

Ａと土被りＢそれぞ

れ別の値を使用す

る。 

 

 

 

 

 

片落ち管は大口径側

のみ一体化長さを生

じる。 

 

管端部は仕切弁と同

値。 
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仕切弁および管端部は、他よりも一体化長さの範囲が広い。 

そのため、状況に応じて以下の方法を検討する。 

（1） 両側にＬを適用 

仕切弁閉止後、片側を一体化長さの範囲内で切断、撤去すること

ができるが、離脱防止箇所数が多くなる。 

（2） 両側の合計がＬとなるよう適用 

離脱防止箇所数が削減でき、ＧＸ形・ＮＳ形では伸縮代が確保さ

れる。 

ただし、一体化長さの範囲で切断、撤去できない。 

また、新設においては切管の現地調整、撤去においては切断位置

の決定のため、Ｌがどのように振り分けられたか理解する必要

があり、一体化長さの知識が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続して更新を行う

管路で、新設管を次

回更新予定の既設管

と接続する場合、端

部の仕切弁は新設管

側でＬを満足する必

要がある。 
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2.11.3 一体化長さ早見表 

 

水平曲管、Ｓベンドの一体化長さ 

いずれも土被り 0.60ｍ以上、良質土埋戻の場合 

 

土被り 0.60ｍ以上の場合 単位：ｍ 

22°以下 
水圧(MPa) 

0.75 1.3 

φ75 

1 
1 

φ100 

φ150 

φ200 

φ250 

φ300 2 

 

45°以下 
水圧(MPa) 

0.75 1.3 

φ75 

1 

1 
φ100 

φ150 

φ200 

φ250 2 

φ300 7 

 

90°以下 
水圧(MPa) 

0.75 1.3 

φ75 
1 

4 

φ100 5 

φ150 
4 

6 

φ200 8 

φ250 6 11 

φ300 7 16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダクタイル鋳鉄管協

会 

T-57 GX 形ダクタイ

ル鉄管管路の設計

P20 より 
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二受丁字管の一体化長さ 

             単位：ｍ 

分岐口径 
水圧(MPa) 

0.75 1.3 

φ75 

1 

1 
φ100 

φ150 
6 

φ200 

φ250 2 7 

φ300 7 13 

丁字管の一体化長さは、分岐側の一体化長さである。 

丁字管の本管側は、両側 1.0ｍを確保する。 

また、ポリエチレンスリーブの有無に関わらない。 

 

片落管の一体化長さ 

 

土被り 0.90ｍの場合 

口径 水圧(MPa) 

大管 小管 0.75 1.3 

φ100 φ75 2.5 4.0 

φ150 φ100 4.5 7.5 

φ200 φ150 4.5 8.0 

φ250 φ200 4.5 8.0 

φ300 

φ100 13.0 22.5 

φ150 11.0 19.0 

φ200 8.0 14.0 

φ250 4.5 8.0 

すべてポリエチレンスリーブを使用する場合の値である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

丁字管はΦ300×Φ

150 のとき、Φ150 欄

を参照し、分岐側に

適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

片落管は大口径側に

適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダクタイル鉄管協会

資料に合わせ、諸条

件を設定、計算結果

は 0.50ｍ単位切上げ

とした。 
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仕切弁・管端部の一体化長さ 

 

土被り 0.90ｍの場合 

口径 
水圧(MPa) 

0.75 1.3 

φ75 5.0 8.5 

φ100 6.5 10.5 

φ150 8.5 15.0 

φ200 11.0 18.5 

φ250 13.0 22.5 

φ300 15.0 26.0 

 すべてポリエチレンスリーブを使用する場合の値である。 

 

不断水仕切弁を設置する場合、既設管に対して上表と同様の一体化長さ

が発生するため、既設管継手に対して後設置可能な金具またはコンクリー

トを用いて防護すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特殊割押輪または離

脱防止金具を用い

る。 
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2.11.4 ポリエチレンスリーブ被覆工 

 

鋳鉄管および、合成樹脂管用の鋳鉄製異形管には、腐食対策としてポリエ

チレンスリーブ被覆を行う。 

ポリエチレンスリーブ被覆の特徴は次の通りである。 

 

（1） 管体と土壌が直接接触するのを防ぐ。 

（2） 管周囲の環境を均一化する。 

（3） スリーブ内に水が侵入しても停滞するため、溶融酸素の供給

を防ぐ。 

（4） 迷走電流を遮断し、電気腐食を防ぐ。 

 

ポリスリーブの適用箇所は以下の通りである。 

 

（1） ダクタイル鋳鉄管（ｍ計上） 

配管実延長から以下を除いた値を計上する。 

・仕切弁有効長 

・挿入工等被覆不能な延長 

（2） 鋳鉄製異形管（箇所計上） 

（3） 割丁字管、不断水割丁字管（材料に含む） 

（4） その他鋳鉄製管材 

 

2.11.5 ナイロンスリーブ被覆工 

 

水道配水用ポリエチレン管等の合成樹脂管は、その素材に親油性があり、

有機溶剤等が浸透して水を汚染するおそれがある。 

そのため、有機溶剤等を扱う工場やガソリンスタンドの近隣では、金属管

を使用するか、ナイロンスリーブ被覆を行う。 

 

ナイロンスリーブは有機溶剤等が浸透せず、ポリエチレンとの接触を防

止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポリスリーブとも呼

称する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合成樹脂管用鋳鉄製

異形管はＦＣＤ表記 

ＦＣＤ＝ダクタイル

鋳鉄 
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2.11.6 管明示工（埋設テープ） 

 

管明示工は、埋設管上を掘削した際、管体よりも先に埋設表示が露出する

ことにより、管の存在を明示して注意を促し、破損等障害を防ぐことを目的

とする。 

埋設表示の標準設置位置は、管天から 0.30ｍ上とする。 

管明示工の計上延長は、以下のとおりとする。 

管明示工延長 ＝実延長－設置工延長－ｉ寸法 

 

2.11.7 管明示工（埋設マーカ） 

 

埋設マーカーは、埋設された管の位置を調査する際、専用のマーカー探知

機に反応するよう設置される標示マーカーピンである。 

埋設管が金属管であっても、土被りが大きいと通常の金属探知機が反応

しない場合があり、また近接して他の金属管が埋設されていると水道管を

判別出来ない場合がある。 

そこで、専用のマーカー探知機が反応するよう、管上の浅い位置に埋設マ

ーカーを設置する。 

設置深さは地上から 0.40ｍとし、以下の箇所に設置する。 

 

（1） 曲管 

（2） 伏越 

伏越に使用する曲管の内、土被りの浅い側に設置 

（3） 切り回し 

人孔等を回避するため、短区間のみ占用位置を変化するよう

な状況を指す。 

曲部４箇所の内、第１曲部＋第３曲部または第２曲部＋第４

曲部に設置する。 

（4） 管路の分岐点 

丁字管、チーズ、不断水割丁字管、サドル分水栓等 

（5） 管径の切り替わる点 

片落ち管、レデューサ等 

（6） 管種の切り替わる点 

異種管継手、ジョイント等のほか、鋳鉄管の継手形式変更 

（7） 管端部 

（8） 工区境 

更新済み範囲と未更新範囲の判別のため 

これらの反応と竣工資料を照合し、管路の線形を判別する。 

 

 

 

土被りが非常に浅

く、管天上 0.30ｍが

路盤と接する場合な

どは調整する。 

 

設置工延長とは、仕

切弁や可撓管等、布

設工ではなく設置工

で計上する材料の有

効長である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置深さは現場状況

に応じて変更するこ

とができる。ただし、

探知機で検知可能な

設置深さ 0.60ｍを超

えないこと。 

 

 

設置する管種は問わ

ない。 
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2.12 仮設配管 

2.12.1 仮設配管材料 

 

仮設配管は、工事中の断水や、流向の変化による濁り水の発生を防ぐた

め、一時的に給水・配水機能を代替する管路である。 

仮設配管は下記を標準とする。 

 

（1） Φ50 以下は、配水用ポリエチレン１種２層管を使用する。 

（2） Φ75 以上は、仮設用リース鋼管を使用する。 

（3） 仮設管と埋設管の接続には、泥吐弁を利用する。 

（4） 利用可能な泥吐弁がない場合、不断水割丁字を使用して泥吐

弁を新設し、接続に使用する。 

ただし、分岐口径Φ50 以下の場合のみ適用する。 

（5） 上記泥吐弁設置が適当でない場合、サドル分水栓又は不断水

割丁字管を使用して接続し、仮設配管撤去後、分岐側継手を閉

塞する。 

（6） 使用する不断水割丁字は、Φ50 以下の場合「内ネジ型」、Φ75

以上の場合「フランジ形」を使用する。 

（7） 閉塞材料は、内ネジ型の場合「VLP 継手プラグ」、フランジ形

の場合「フランジ蓋」とする。 

（8） 工事範囲の断水に既設仕切弁が利用できない場合は、不断水

仕切弁を設置する。 

合成樹脂管では圧着工法を検討する。 

（9） 不断水仕切弁、不断水割丁字管、既設仕切弁が隣接する場合、

５ｍ程度の離隔を確保する。 

（10） 断水範囲に消火栓がある場合、仮設管路上に仮設消火栓を設

置する。 

（11） 断水前との流向変化を防ぐため、仮設配管は片送りとせず、両

側接続することが望ましい。 

（12） 交通状況に応じて埋設、露出配管を選定する。 

側溝や通行範囲外に配管可能な場合は、露出配管とする。 

道路横断部や側溝のない道路など、通行に支障がある場合は、

埋設配管とする。 

仮設配管口径は、水理計算を行って選定する。 

また、Φ50 仮設配管は以下の条件において、管路の２重化を行う。 

（1） 給水口径 Φ40 以上を分岐する場合 

（2） 給水口径および件数に対し、水量が不足する場合 

（3） 仮設給水管の道路横断を避ける場合 

この場合は、道路の両端に仮設配管を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道配水用は外面青

色、配水用は外面黒

色という違いがあ

る。 

 

 

 

Φ75 以上の場合、フ

ランジ形を使用する

ため、泥吐弁としな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不断水仕切弁と不断

水割丁字管の隣接設

置自体は可能である

が、安全を考慮して

離隔を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

給水取出可能な口径

および件数は、2.3 口

径検討を参照のこ

と。 
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2.12.2 仮設接続例 

 

（1） 泥吐弁を利用する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 不断水割丁字管を使用する場合 

 

 

（3） サドル分水栓を使用する場合 
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（4） 不断水割丁字管を使用し、Φ50×2 本を取り出す場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5） 小口径管に直接接続する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左図の場合、圧着工

法を併用して接続す

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フランジ蓋８０Ａ（撤去時使用）

仮配管用ゲートバルブ　φ５０－２

ＰＧユニオン　オネジ　φ５０－４

0.50

0.50
仮配管用ゲートバルブ　φ５０－２

ＰＧユニオン　オネジ　φ５０－４

DIPφ
100不断水ストッパー　φ１００

ＰＧユニオン　オネジ　φ５０－２

ＶＬＰ継手　Ｔ　８０Ａ×５０Ａ

ＶＬＰ継手六角ニップル８０Ａ－２

仮設不断水土工Ｃ

ＶＬＰ継手異径ソケット８０Ａ×５０Ａ

合フランジ８０Ａ

不断水割Ｔ字管Ｖ型（全周パッキン）φ１００×φ７５　ＤＩＰ用

ＰＥ用　Ｌ　φ５０

ＰＥ用　Ｔ　φ５０×φ５０

ＰＥ用　Ｔ　φ５０×φ５０

仮設接続土工Ｃ５タイプ　Ｌ＝１．００ｍ

Ｖ
Ｐ
φ
５
０

仮配管用ゲートバルブ　φ５０

ＰＧユニオン　オネジ　φ５０－２

ＰＶユニオン　φ５０

ＰＥ用　Ｌ　φ５０－２



第 2章.設計基準 

- 55 - 

 

 

2.12.3 参考図 

 

（1） 仮設消火栓構造例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 給水接続例（Φ25 以下） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左図は仮設給水取出

平面図の例である。 

接続に誤りがないよ

う、メータ口径、需要

者名、水栓番号を表

示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブッシングφ６５×φ５０

アングルバルブφ６５×９０°

ＰＧユニオンオネジφ５０

ＰＥ用チーズφ５０×φ５０

φ25

仮配管用サドル分水栓　φ５０×φ２５（ＰＥ継手含）

６０°ユニオンベンド　φ２５

知立太郎

00000

ＰＥ　φ２５　Ｌ＝１．００ｍ
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（3） 給水接続例（Φ40 以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左図はΦ40 のメータ

に直接接続する場合

の例である。 

接続材料は、メータ

の位置に応じてオネ

ジやジョイントを使

い分けること。 

また、仮設給水管路

上にゲートバルブを

設置すること。 

ＰＧユニオン　オネジ　φ４０

ＰＧユニオン　オネジ　φ４０×２

仮配管用ゲートバルブ　φ４０

知立水道㈱

99999

φ40

ＰＥ　φ４０　Ｌ＝１．００ｍ

ＰＥ用　Ｔ　φ５０×φ４０
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第３章 土工 

3.1 工事工程 

 

開削工法における土工事の工程は次の通りである。 

 

（1） 舗装切断工 

掘削端部の舗装を切断する。 

（2） 舗装版破砕工 

アスファルト舗装厚 15cm 以上、またはコンクリート舗装の

場合のみ適用する。 

舗装版を掘削できるよう、道路上で舗装を破砕する。 

アスファルト舗装厚 15cm 未満では、破砕せずとも直接掘削

が可能であるため、計上しない。 

（3） 舗装版直接掘削積込工（As 舗装厚 15cm 未満） 

舗装版掘削積込工（As 舗装厚 15cm 以上、または Co 舗装） 

舗装版を掘削撤去する工程である。 

（4） 機械掘削工/人力掘削工 

管埋設深さまで、土を掘削する。 

狭隘道路等、機械施工が困難な場合は人力で掘削を行う。 

（5） 人力掘削工（継手掘・会所堀） 

管接合のため、継手部のみ掘削を行う。 

 

～管布設～ 

 

（6） 人力埋戻工（管保護） 

管保護として山砂埋戻を行う。 

（7） 機械埋戻工/人力埋戻工 

管保護埋戻～路盤間の埋戻を行う。 

狭隘道路等、機械施工が困難な場合は人力で埋戻を行う。 

埋戻高 20cm ごとに転圧を行う。 

（8） 路盤工 

路盤の敷均し、転圧を行う。 

路盤工は 20cm ごとに転圧を行う。 

（9） 仮復旧工 

仮の舗装復旧を行い、通行可能な状態とする。 

 

 ※上記に加え、残土処理工、残塊処理工を計上する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダクタイル鋳鉄管

で、外面にボルト接

合を有する継手で

計上する。 

 

埋戻材料の品質規

格は「愛知県企業庁

工事標準仕様書」を

参照する。 

なお、山砂は規格粒

度に適合する材料

が入手困難である

ため、規格外品を使

用してもよいもの

とする。（ただしポ

リスリーブ被覆と

併用する。第二章参

照） 
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3.2 土工数値基準 

 

土工事積算における各標準値は以下の通りである。 

 

3.2.1 土被り 

配水本管 φ350 以上 …土被り 1.20ｍ 

配水管 φ300 以下 …土被り 0.90ｍ 

ただし、道路占用条件等により修正すること。 

 

3.2.2 管外径 

0.005ｍ単位とし、切上を行う。 

例 DIPφ75 外径 0.093ｍ → 採用値 0.095ｍ 

 

3.2.3 掘削幅の数値基準 

採用掘削幅は、計算値を 0.050ｍ単位に切上げた値とする。 

例 計算値 0.945ｍ → 採用値 0.950ｍ 

 

最小掘削幅は 0.600ｍとし、計算値が最小掘削幅を下回る場

合は 0.600ｍを採用する。 

土留工を使用する場合は、土留工を除いた開口部が最小掘

削幅 0.600ｍ以上必要である。そのため、土留工を含めた 

最小掘削幅は 0.900ｍとなる。 

 

3.2.4 土工計算値の数値基準 

小数点以下第 3 位表示とし、第 4 位を四捨五入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各数値は、水道事

業実務必携を参

照すること。 

 

 

 

 

 

 

 

掘削幅計算は水道

事業実務参照。 

 

 

R3 実務必携まで最

小掘削幅 0.55ｍ 

R4 実務必携から最

小掘削幅 0.60ｍ 

0.60+(0.11+0.035)

×2 

=0.89ｍ(切上 0.90

ｍ) 

 

計算上の基準であ

り、 

設計書上の数値基

準は水道事業実務

必携および、第 5 章

を参照のこと。 
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3.3 土工定規図 

 

土工定規図は、土工事の断面図であり、掘削・埋戻の材料構成、寸法

等を明らかにし、各土工数量を求めるための標準図である。 

土工定規図の寸法から、各工程の断面積＝単位土量を求め、土工延長

を乗じて土工数量を算出する。 

 

3.3.1 土工定規図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｈ：土被り 

ｄ：管外径 

 

Ｂ：掘削幅 

  5cm 単位切上 

  最小 600mm 

Ｃ：管保護埋戻高 

ｄ+100mm 

Ｄ：継手堀高 

外 面 継 手 に

摘要 

Ｌ：継手堀長 

外 面 継 手 に

摘要 

 

Ｔ：既設舗装厚 

ｔ：仮復旧厚 

 

ｈ２：掘削深さ 

ｈ３：路盤厚 

ｈ４：埋戻高 
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3.3.2 数値基準 

 

管種口径別土工数値  単位ｍ 

口径(φ) 
ダクタイル鋳鉄管 GX 形 

400 300 250 200 150 100 

掘削幅  ： 0.950 0.700 0.650 0.600 0.600 0.600 

標準土被り： 1.200 0.900 0.900 0.900 0.900 0.900 

管外径  ： 0.425 0.325 0.275 0.220 0.170 0.120 

継手掘高 ： 0.600 0.300 0.300 0.300 0.300 0.300 

継手掘延長： 0.800 0.500 0.500 0.500 0.500 0.500 

 

口径(φ) 
ダクタイル鋳鉄管 NS 形 

350 300 250 200 150 100 

掘削幅  ： 0.900 0.850 0.800 0.750 0.700 0.650 

標準土被り： 0.900 0.900 0.900 0.900 0.900 0.900 

管外径  ： 0.375 0.325 0.275 0.220 0.170 0.120 

継手掘高 ： 0.300 0.300 0.300 0.300 0.300 0.300 

継手掘延長： 0.500 0.500 0.500 0.500 0.500 0.500 

 

口径(φ) 
HPPE VP 

150 100 75 50 75 50 

掘削幅  ： 0.600 0.600 0.600 0.600 0.600 0.600 

標準土被り： 0.900 0.900 0.900 0.900 0.900 0.900 

管外径  ： 0.180 0.125 0.090 0.065 0.090 0.060 

 

掘削幅：Ｂ   ＝管外径＋接合作業幅（両側） 最小 0.600ｍ 

接合作業幅(片側)＝DIP-GXφ75～φ300 ：0.175ｍ 

            φ400    ：0.250ｍ 

         DIP-NS       ：0.250ｍ 

         HPPE ・VP     ：0.100ｍ 

継手掘高：Ｄ  DIPφ350 以下：0.300ｍ，φ400 以上：0.600ｍ 

継手掘延長：Ｌ DIPφ350 以下：0.500ｍ，φ400 以上：0.800ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掘削幅、継手堀高、

継手堀延長は水道

事業実務必携に基

いて計算した。 

 

各ｄ値は土工計算

に使用する値で、材

料 の 規 格 外 径 を

0.005ｍ単位で切上

げている。 

 

GX 形φ75～φ450、

NS形φ500以上を標

準とする 

NS 形φ450 以下は 

受注生産 
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道路種別土工寸法（市道）  単位ｍ 

   道路種別 

 

工種 

市道 h=0.90 

Ａ ﾀｲﾌﾟ 

1 級 

Ｂ ﾀｲﾌﾟ 

2 級 

Ｃ ﾀｲﾌﾟ 

その他 

Ｈﾀｲﾌﾟ 

歩道 

Ｈｙﾀｲﾌﾟ 

歩道(透水) 

既設舗装厚：Ｔ 

 表層 

 基層 

 上層 

 

0.050 

0.050 

0.100 

 

0.050 

 

0.050 

 

0.050 

 

 

 

0.030 

 

 

 

0.040 

 

 

仮復旧厚 ：ｔ 0.050 0.050 0.030 0.030 0.030 

路盤材 

路盤厚 

埋戻路盤厚：ｈ3 

RC-40 

0.200 

0.350 

RC-40 

0.200 

0.250 

RC-40 

0.200 

0.220 

RC-40 

0.100 

0.100 

C-40+砂 

0.100+0.050 

0.110+0.050 

埋戻材 

埋戻高  ：ｈ4 

改良土 

0.400 

改良土 

0.500 

改良土 

0.550 

改良土 

0.670 

改良土 

0.610 

埋戻路盤厚＝既設舗装厚＋路盤厚－仮復旧厚 

本復旧において、埋戻路盤厚－路盤厚の掘削を行う。 

 

Ｈタイプは市道歩道通常部の構成である。 

乗り入れの構成は別途検討する。 

 

Ｈｙタイプは市道歩道透水性舗装の構成である。 

路盤 C-40 の下にﾌｨﾙﾀｰ層として砂を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋 戻 高 は 土 被 り

0.90ｍ時の計算値

である。 
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道路種別土工寸法（国県道）  単位ｍ 

 

道路種別土工寸法（国県道）  単位ｍ 

種別 

 

工種 

国・県道（車道） 

0.80≦ｈ＜1.20 

Ａ ﾀｲﾌﾟ Ｂ ﾀｲﾌﾟ Ｃ ﾀｲﾌﾟ Ｄ ﾀｲﾌﾟ 

既設舗装厚：Ｔ 表層 

基層 

上層 

0.050 

 

0.100 

0.050 

0.050 

0.120 

0.050 

0.100 

0.180 

0.100 

0.100 

0.300 

仮復旧厚 ：ｔ 0.030 0.050 0.050 0.050 

路盤材 

路盤厚 

埋戻路盤厚：ｈ３ 

RC-40 

0.150 

0.270 

RC-40 

0.200 

0.370 

RC-40 

0.250 

0.530 

RC-40 

0.350 

0.800 

埋戻材 

埋戻高  ：ｈ４ 

RC-40 

0.500 

RC-40 

0.380 

RC-40 

0.220 
－ 

 

種別 

 

工種 

国・県道（車道） 

ｈ≧1.20 

Ａ ﾀｲﾌﾟ Ｂ ﾀｲﾌﾟ Ｃ ﾀｲﾌﾟ Ｄ ﾀｲﾌﾟ 

既設舗装厚：Ｔ 表層 

基層 

上層 

0.050 

 

0.070 

0.050 

0.050 

0.060 

0.050 

0.050 

0.120 

0.050 

0.100 

0.140 

仮復旧厚 ：ｔ 0.030 0.050 0.050 0.050 

路盤材 

路盤厚 

埋戻路盤厚：ｈ３ 

RC-40 

0.100 

0.190 

RC-40 

0.100 

0.210 

RC-40 

0.150 

0.320 

RC-40 

0.200 

0.440 

埋戻材 

埋戻高  ：ｈ４ 

改良土 

0.880 

改良土 

0.540 

改良土 

0.730 

改良土 

0.610 

上表は、土被り 1.20ｍ未満の場合と、1.20ｍ以上の場合の土工寸法で

ある。 

既設占用物が埋設されていない場合、既設舗装厚は土被り 1.20ｍ以上

の値を採用する。 

既設占用物が埋設されている場合、いずれの表の値か推定する必要が

ある。 

また、新設管の土被りによっては、既設舗装厚と復旧舗装厚が異なる

場合があるので注意する。 

B,C,D タイプの仮復旧には、タックコートを使用すること。 
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3.4 埋設表示 

 

埋設表示とは、埋設後の管占用位置を示すものである。 

 

3.4.1 埋設マーカー 

埋設マーカーは、金属探知機による埋設位置調査に利用する金属製マ

ーカーピンである。 

金属探知機は、掘削を行わない調査が可能であるが、合成樹脂管は反

応せず、金属管でも土被りが大きいと探査できない場合がある。 

そのため、金属探知機が安定して反応するよう、埋設マーカーを管上

の比較的浅い位置に設置する。 

 

設置位置は、管路の曲部や分岐部、径違い、管種切替、工事端部等で

ある。 

設置深さは、地表面から 0.40ｍを標準とする。 

 

3.4.2 中間テープ 

中間テープは、管の埋設を示すテープである。 

管埋設後の工事が水道管上を掘削した場合に、管体よりも先に露出す

ることで管の存在を知らして注意を促す。 

 

目的条、管体上部に離隔を取って設置する必要がある。 

標準設置位置は、管保護埋戻部から 0.20ｍとする。 

管保護埋戻厚が標準値 0.10ｍであれば、中間テープは管天より 0.30

ｍとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.20ｍは、埋戻材料

の転圧高を基準と

している。標準位置

に設置できない場

合は、0.20ｍ単位で

の調整を行うこと。 
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3.5 不断水土工 

 

不断水工法における掘削幅、延長、管下の掘削深さ等は、水道事業実

務必携に標準寸法の記載がない。 

そのため、製品メーカーの土工事寸法参考値をもとに、標準的な不断

水土工寸法を定める。 

 

ただし、以下に記載のない口径や、使用する製品を指定・限定する必

要がある場合には、別途検討すること。 

 

3.5.1 不断水分岐土工 

本管口径φ250 以下を対象とし、以下の値を採用する。 

 

Ｂ：幅     1.50ｍ 

Ｌ：延長    1.00ｍ 

Ｄ：管下掘削高 0.30ｍ 

 

不断水分岐では、通水状態の水道管上を掘削するため、事故のないよ

う、管周囲は人力掘削とする。 

また、既設管種を問わず、不断水割丁字管設置のため管下の掘削が必

要である。 

 

下図は不断水分岐土工のイメージである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特殊な分岐工法等 

 

 

 

本管口径φ200 を越

える場合は、メーカ

ー参考寸法をもと

に別途考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メーカーの参考図

をもとに作成 

 

 

 

T ：既設舗装厚 

t ：仮復旧厚 

ｈ2：機械掘削工 

D ：人力掘削工 

ｈ3：路盤工 

ｈ4：埋戻工 

C ：人力埋戻工 
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下図は不断水分岐土工の土工定規図である。 

計上延長は 1.0ｍとする。 

 

既設舗装厚、仮復旧厚、路盤厚および埋戻材料は、道路種別に従う。 

埋設表示の設置は、本設管路の規定に従う。 

 

仮設接続等、撤去が必要な場合は、同断面を再度掘削する必要がある

ため、以下の調整を検討する。 

 ・h3：路盤工の削除 

 ・h4：埋戻材料の変更（在来土） 

 ・埋設表示の削除 

以上の調整を行った場合は、撤去土工にて本来の埋戻構成を計上す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

T ：既設舗装厚 

t ：仮復旧厚 

ｈ2：機械掘削工 

C ：人力掘削工 

   人力埋戻工 

ｈ3：路盤工 

ｈ4：埋戻工 

 

C は、既設管上 0.10

ｍ、管下 0.30ｍと

し、人力掘削および

人力埋戻とする。 
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仮設撤去時の土工定規図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

T ：既設舗装厚 

t ：仮復旧厚 

ｈ2：機械掘削工 

C ：人力掘削工 

   人力埋戻工 

ｈ3：路盤工 

ｈ4：埋戻工 

 

C は、既設管上 0.10

ｍとし、人力掘削お

よび人力埋戻とす

る。 
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3.5.2 不断水ストッパー土工 

本管口径φ200 以下を対象とし、以下の値を採用する。 

 

Ｂ：幅     1.20ｍ 

Ｌ：延長    1.50ｍ 

Ｄ：管下掘削高 0.20ｍ 

 

下図は不断水ストッパー土工の平面図である。 

 

下図は不断水ストッパー土工の定規図である。 

延長は 1.50ｍを計上する。 

 

 

 

 

不断水分岐と異な

り、φ200 以下を対

象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

T ：既設舗装厚 

t ：仮復旧厚 

ｈ2：機械掘削工 

C ：人力掘削工 

   人力埋戻工 

ｈ3：路盤工 

ｈ4：埋戻工 

 

C は、既設管上 0.10

ｍ管下 0.20ｍとし、

人力掘削および人

力埋戻とする。 
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3.6 仮設配管土工 

 

仮設配管は、以下の場合に限り、露出配管とすることができる。 

・道路占用上、許可される場合 

・通行の支障にならない場合（側溝内への配管等） 

・加熱、凍結の恐れがない場合 

   

  上記以外の場合は埋設とし、埋設土工と撤去土工を計上する。 

 

3.6.1 仮設土工 

 

下図は、仮設管を埋設する場合の土工定規図である。 

 

管保護のため、管上 0.10ｍは山砂埋戻とする。 

土被りは道路占用上の制限に従い、特別な制限がない場合であって

も、ｈ3：路盤工に影響しない値とする。 

従って、土被りは ｔ+ｈ３+0.10ｍ を最小とする。 

また、埋戻時のみｈ4：埋戻工から管断面積を控除すること。 

 

下図は、上図に対応する撤去時の土工定規図である。 

 

撤去時の既設舗装厚は、仮復旧厚であることに注意する。 

また、掘削時のｈ2：掘削工から管断面積を控除すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮設鋼管はこの土

工を使用すること。 

 

T ：既設舗装厚 

t ：仮復旧厚 

ｈ2：機械掘削工 

ｈ3：路盤工 

ｈ4：人力埋戻工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

t ：仮復旧厚 

  (既設舗装厚) 

ｈ2：機械掘削工 

ｈ3：路盤工 

ｈ4：埋戻工 
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3.6.2 仮設浅層埋設土工 

 

下図は、主に仮設ポリエチレン管を浅層埋設する場合の土工定規図で

ある。 

既設舗装厚を問わず、掘削深さは 0.20ｍとする。 

 

埋戻時のみ、仮設配管の断面積を控除すること。 

 

下図は、上図に対応する撤去時の土工定規図である。 

 

掘削時のみ、仮設配管の断面積を控除すること。 

また、埋戻工は計上せず、路盤工とする。 

 

3.6.3 参考：仮設管外径および掘削幅 

 

口径別仮設配管土工寸法表：単位ｍ 

口径 

寸法(ｍ) 

鋼管（A） PE(φ) 

250 200 150 100 75 50 

Ｂ：掘削幅 0.600 0.600 0.600 0.600 0.600 0.200 

ｄ：管外径 0.270 0.220 0.170 0.110 0.090 0.060 

※ 250Ａを超える場合は、別途算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

T ：既設舗装厚 

t ：仮復旧厚 

ｈ2：人力掘削工 

ｈ4：人力埋戻工 

路盤工は計上しな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

t ：仮復旧厚 

  (既設舗装厚) 

ｈ2：機械掘削工 

ｈ3：路盤工 

埋戻工は計上しな

い。 
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3.7 土留工 

 

土工事では、掘削断面の崩落を防止し、作業員の安全を確保しなけれ

ばならない。 

そのため、土工事は掘削深さや土質といった、施工条件に応じた工法

を選定する。 

 

3.7.1 オープン掘削工法（素掘り） 

選定条件 

掘削深さ 1.50ｍ未満のみ 

土質地盤 安定、自立 

 

前述の土工定規図の通り、地面を垂直に掘削し、特別な防護を用いな

い工法である。 

地盤が比較的安定しており、掘削深さが浅く、掘削断面が崩落する危

険性の少ない場合に選定する。 

 

多くの場合、水道管布設土工は素掘りである。 

掘削断面が最小となるため土量が少なく、舗装復旧面積も小さいとい

う利点がある。 

 

3.7.2 オープン掘削工法（勾配） 

選定条件 

掘削深さ 不問 

土質地盤 不問 

 

掘削断面を垂直ではなく、傾斜させることによって崩落する土を排除

し、安全性を確保する工法である。 

 

床掘り勾配は、土質及び掘削深さで決定する。 

他工法と比較して作業性がよいという利点があるが、土量が多く舗装

復旧面積も大きい。 

 

 

 

 

 

素掘り、直堀と呼

ぶ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オープンカットと

呼ぶ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安定勾配という。 
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また、開口部が大きく、交通の一次開放がし難い。 

そのため、掘削埋戻を同日で行える場合を除き、以下の条件でのみ採

用する。 

・通行がない、または通行止が可能な箇所 

  例：水道施設の敷地内等 

・作業上、連日に渡り開口しておく必要がある箇所 

  例：水管橋下部構造でコンクリートの打設・養生等 

 

 

レキ質土・砂質土・粘性土・岩塊玉石 

 掘削深さ 1.0ｍ未満    …直堀 

     1.0ｍ以上 5.0ｍ未満…1：0.5 

     5.0ｍ以上     …1：0.6 

砂 

 掘削深さ 5.0ｍ未満    …1：1.5 

     5.0ｍ以上    …1：1.5 
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3.7.3 土留矢板工 

選定条件 

掘削深さ 不問、1.5ｍ以上時必須 

土質地盤 不問、軟弱時検討 

 

土留矢板工は、掘削断面に板材を固定することにより、土の崩落を防

ぐ工法である。 

 

下図は土留矢板工使用時の土工断面である。 

 

 

下図は土留矢板工使用時の平面図である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土留工矢板工使用

時の 

最小掘削幅は 900mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

根入れ長 
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土留矢板工法には、多数の具体的工法、材料があるため、以下に標準

の仕様を整理する。 

（1）  矢板材料 

軽量鋼矢板を標準とする。 

計算上の矢板厚は 0.035ｍとする。 

単位重量は 0.0384t/m2 とする。 

（2）  矢板長 

2.0ｍ、2.5ｍ、3.0ｍ，3.5ｍ、4.0ｍを使用する。 

（3）  矢板幅 

0.33ｍを標準とする。 

（4）  根入れ長 

0.20ｍ以上とする。 

（5）  腹起し工材料 

アルミ製腹起しを標準とする。 

腹起し厚は 0.110ｍとする。 

（6）  腹起し材長 

4.0ｍ/本を標準とする。 

（7）  切梁工材料 

水圧式サポートを標準とする。 

（8）  切梁工位置 

腹起し工 4.0ｍに対し 2 箇所とする。 

（9）  切梁工段数 

掘削深さ 2.0ｍ未満の場合      1 段 

掘削深さ 2.0ｍ以上 3.5ｍ未満の場合 2 段 

掘削深さ 3.5ｍ以上 3.8ｍ以下の場合 3 段 

（10） 工法 

軽量鋼矢板の建込み工法とする。 

建込み工法は、掘削後、作業員が掘削断面内に入るよりも先

に土留工を行う「土留先行工法」である。 

（11） 関連工法 

掘削後、即日撤去出来ない場合は、覆工を計上する。 

また、地下水の流入が多く、土留工の安定に影響を及ぼすと

予想される場合は、地盤改良工や排水工法を検討する。 

 

長期にわたり設置する場合は、腹起し・切梁ともにＨ形鋼を検討する。 

また、上記は一般的な配管土工に用いる基準であり、施工条件や目的

によっては、打ち込み式矢板、パネル矢板等、を検討すること。 

 

 

 

 

 

他に木矢板、鋼矢板

等 

矢板厚は掘削幅検

討に使用する。 

重量は賃料計算に

使用する。 

 

 

0.25ｍと 0.33ｍが

ある。 

賃料は重量、布設手

間は延長で決まる

ため、積算上の差異

はない。 

 

腹起し厚は掘削幅

検討に使用する。 

 

 

切梁は掘削幅計算

には影響しない。 

 

前項平面図参照 
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（12） 工事日数の算出 

工事日数は、総延長を日当たり施工延長で除して算出する。 

賃料計算上の工事日数は、土留矢板工の必要な日数であるので、総延

長の代わりに「土留矢板工を用いる工事延長」を使用する。 

日当たり施工延長は、以下の作業日数から算出する。 

（1）  掘削日数 

掘削工事および土留設置 

（2）  布設日数 

（3）  埋戻日数 

埋戻工事および土留撤去 

 

掘削機械が１台の場合、掘削と埋戻を同時に行うことは出来ない。 

しかし、掘削と布設、布設と埋戻は同時に実施できるため、単純な合

計日数よりも短い日数で施工が可能である。 

次項は、作業の同時実施を考慮する場合の施工日数計算である。 

 

（1）  埋戻日数≧掘削日数≧布設日数 

または掘削日数＞埋戻日数＞布設日数 

 

施工日数＝掘削日数＋埋戻日数 

 

布設は、施工可能な延長が掘削できた時点で開始し、その間

も掘削を継続する。 

掘削完了後、布設の完了した範囲の埋戻を開始する。 

 

（2）  埋戻日数≧布設日数＞掘削日数 

 

施工日数＝(掘削日数＋布設日数)/2＋埋戻日数 

 

掘削日数より布設日数の方が長いため、埋戻開始までに日数

が生じる。 

 

 

 

総延長の内、一部の

み土留を行う場合。 

土留使用箇所が点

在する等、左記計算

で適切な日数が求

められない場合は

別途考慮する。 
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（3）  布設日数＞埋戻日数＞掘削日数 

 

施工日数＝(掘削日数＋埋戻日数)/2＋布設日数 

 

工程の内、布設日数が最も多い場合である。 
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3.7.4 各工程の日当たり施工量  

 

（1）掘削工 

掘削機種 日当り施工量（ｍ3） 

バックホウ 山積 0.08m3 

クローラ型 排出ガス対策型 
38 

バックホウ 山積 0.13m3 

クローラ型 排出ガス対策型 
44 

バックホウ 山積 0.28m3 

クローラ型 排出ガス対策型 
59 

バックホウ 山積 0.45m3 

クローラ型 排出ガス対策型 

（クレーン機能付 吊能力 2.9t） 

74 

バックホウ 山積 0.80m3 

クローラ型 排出ガス対策型 

（クレーン機能付 吊能力 2.9t） 

109 

 

（2）埋戻工 

埋戻機種 日当り施工量（ｍ3） 

バックホウ 山積 0.08m3 

クローラ型 排出ガス対策型 
57 

バックホウ 山積 0.13m3 

クローラ型 排出ガス対策型 
65 

バックホウ 山積 0.28m3 

クローラ型 排出ガス対策型 
85 

バックホウ 山積 0.45m3 

クローラ型 排出ガス対策型 

（クレーン機能付 吊能力 2.9t） 

105 

バックホウ 山積 0.80m3 

クローラ型 排出ガス対策型 

（クレーン機能付 吊能力 2.9t） 

145 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道事業実務必携

参照 

 

作業員 1 人 1 日当り

の作業日数とした。 
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（3）軽量鋼矢板建込工 

  100ｍ当り作業日数 

矢板長 建込 引抜 

1.5 3.2 2.1 

2.0 3.5 2.3 

2.5 3.8 2.5 

3.0 4.1 2.7 

3.5 4.4 2.9 

4.0 4.7 3.1 

 

（4）支保工 

  100ｍ当り作業日数 

段数 設置 撤去 

1 段 0.8 0.5 

2 段 1.6 1.0 

3 段 3.2 2.0 

 

（5）管布設工 

管種・口

径 

mm 

日当り施工量 

ｍ/日 

接合工 

口/日 

DIPφ100 34.4 8.6 

DIPφ150 41.5 8.3 

DIPφ200 40.0 8.0 

DIPφ250 38.5 7.7 

DIPφ300 44.4 7.4 

DIPφ350 42.6 7.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置撤去とも、腹起

し＋切梁の作業日

数である。 

 

 

 

 

 

 

 

直管 1 本の定尺長が

異なるため、日当り

施工料が小口径＜

大口径となる場合

がある。 
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3.7.5 土留工使用時の掘削幅 

 

土留工使用時は、以下の計算結果の内、大きい方を採用する。 

   

  最小掘削幅 ＝0.600ｍ＋（矢板厚＋腹起材幅）×2 

        ＝0.900ｍ 

  吊込掘削幅 ＝最大外径＋（投入余裕幅＋矢板厚＋腹起材幅）×2 

        ＝最大外径＋0.390ｍ 

  接合掘削幅 ＝外径＋（接合作業幅＋矢板厚）×2 

        ＝外径＋0.420ｍ ※GXφ300 以下 

        ＝外径＋0.570ｍ ※NS,GXφ400 

        ＝外径＋0.270ｍ ※VP,HPPE 

   

軽量鋼矢板厚 0.035ｍ 

  腹起材幅   0.110ｍ 

  投入余裕幅  0.050ｍ 

   

口径(φ) 
ダクタイル鋳鉄管 GX 形 

400 300 250 200 150 100 

標準掘削幅 0.950 0.700 0.650 0.600 0.600 0.600 

吊込掘削幅 1.000 0.900 0.800 0.750 0.700 0.650 

接合掘削幅 1.000 0.750 0.700 0.650 0.600 0.600 

  上表より、φ250 以下は最小掘削幅 0.90ｍを採用する 

 

口径(φ) 
ダクタイル鋳鉄管 NS 形 

350 300 250 200 150 100 

標準掘削幅 0.900 0.850 0.800 0.750 0.700 0.650 

吊込掘削幅 0.950 0.900 0.750 0.700 0.650 0.600 

接合掘削幅 0.950 0.900 0.850 0.800 0.750 0.700 

  上表より、φ250 以下は最小掘削幅 0.90ｍを採用する 

 

 VP および HPPE は、すべて最小掘削幅 0.90ｍを採用する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

接合作業幅は土工

参照 

 

 

 

 

標準仕様部材の厚・

幅であるため、使用

材料によって修正

すること。 

 

 

 

掘削幅は 0.60m を 

最小とする 
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3.8 浅埋防護 

 

土被りが 0.60ｍを下回る場合、舗装切断や地盤改良のローター撹拌に

より管体が損傷する恐れがある場合に採用する。 

 

3.8.1 コンクリート防護 

コンクリートを管外面+10cm 以上の範囲に打設する。 

下図はコンクリート防護使用時の土工断面である。 

 

管受口外径が大きく、直管外径+10cm では不足する場合には、打設範

囲を拡大すること。状況に応じて、鉄板、樹脂板、コンクリート板を上

部に設置する方法を道路管理者と協議すること。 

 

3.8.2 留意事項 

ＧＸ形切管ユニットを取り付けた継手に対し、防護コンクリートを打

設する場合は、切管ユニットと挿口との隙間にセメントが流入する恐れ

がある。 

そのため、粘着テープを用いて隙間を覆い、流入を防止すること。 

 

 

 

 

 

 

スタビライザによ

る地盤改良工事 

防護の有無に関わ

らず、撹拌機が接触

しないよう、あらか

じめ管位置を指示

すること。 

 

 

 

 

無筋とする。 

型枠は両側計上し、

均しコンクリート

や基礎砕石は計上

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P-LINK,G-LINK と

も。 

粘着テープはポリ

スリーブ被覆に使

用するもので良い。 
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第４章 舗装工 

4.1 工事工程 

 

舗装復旧工事の工程は次の通りである。 

 

（1） 舗装切断工 

復旧端の切断を行う。 

舗装復旧の端部が、既設舗装の端部（舗装境、過去復旧

の端部）である場合は省略する。 

（2） 舗装版破砕工 

アスファルト舗装厚 15cm 以上の場合に適用する。 

影響部の舗装版を掘削できるよう、道路上で舗装を破砕

する。 

掘削幅内は仮復旧によって舗装厚 5cm 以下であるため、

（3）の舗装版直接掘削積込工となる。 

（3） 舗装版直接掘削積込工（As 舗装厚 15cm 未満） 

舗装版掘削積込工（As 舗装厚 15cm 以上、または Co 舗

装） 

舗装版を掘削撤去する工程である。 

（4） 機械掘削工/人力掘削工 

路盤をすき取り、復旧舗装厚まで掘削する。 

多くの場合、既設舗装厚と復旧舗装厚は同一であるため、

仮復旧下のみ掘削となる。 

（5） 不陸整正工 

掘削底面を均す工程である。 

（6） 機械舗装工/人力舗装工 

道路種別毎の舗装構成に従い、舗装復旧を行う。 

機械復旧を行う場合、復旧幅は 1.40ｍ以上が必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンクリート舗装の場

合、影響幅を計上しな

いため発生しない。 
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4.2 舗装工数値基準 

 

舗装工事積算における各標準値は以下の通りである。 

  

4.2.1 舗装復旧幅 

舗装復旧幅：Ｗは、以下の計算による。 

 

Ｗ＝Ｂ＋ｎａ×２（両側）＋ｎａ２ 

 

Ｗ  ：舗装復旧幅 

Ｂ  ：仮復旧幅 

ｎａ ：影響幅（舗装構成による値） 

ｎａ２：影響幅（道路条件による値） 

 

ただし、道路管理者の文書による指示がある場合は、これに従うこ

と。 

 

4.2.2 影響幅（舗装構成による値） 

影響幅：ｎａは、以下の計算による。 

 

ｎａ＝（上層路盤厚＋下層路盤厚）×1.00 

ただし、以下を最小値とする。 

車道部最小値＝0.30ｍ 

歩道部最小値＝0.10ｍ 

コンクリート舗装では、特別に指定のある場合を除き、影響幅：ｎ

ａ＝０とし、計上しない。 

 

4.2.3 影響幅（道路条件による値） 

Ｂ＋ｎａ×２の端部と、既設舗装境間の残延長が次の条件以下とな

る場合、残延長を影響幅：ｎａ２として復旧幅に加算する。 

市道   残延長 1.00ｍ以下 

県道車道 残延長 1.50ｍ以下 

県道歩道 残延長 1.30ｍ以下 

 

既設舗装境は、側溝や地先境界ブロック等の他、他工事による舗装

切断位置である。 

ただし、コンクリート舗装の場合は原則ｎａ２＝０とし、計上しな

い。 
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4.2.4 施工種別 

舗装復旧幅：Ｗの値により、以下の施工区分に分割して計上する。 

 

車道 

 Ｗ＜1.40ｍ     人力施工 

 1.40ｍ≦Ｗ＜3.00ｍ 機械施工 

Ａｓフィニッシャホイール型 1.4～3.0ｍ 

＋振動ローラ 

 3.00ｍ≦Ｗ     機械施工 

Ａｓフィニッシャホイール型 2.4ｍ～4.5

ｍ 

＋タイヤローラ＋ロードローラ 

 

歩道 

Ｗ＜1.40ｍ     人力施工 

1.40ｍ≦Ｗ＜3.00ｍ 機械施工 

Ａｓフィニッシャクローラ型 1.4ｍ～3.0ｍ 

＋振動ローラ 

3.00ｍ≦Ｗ     機械施工 

Ａｓフィニッシャクローラ型 2.4ｍ～4.5ｍ 

＋振動ローラ 

 

舗装復旧幅が 1.40ｍ未満で、復旧延長が長く復旧面積が大きい場

合には、復旧幅を加算して 1.40ｍ以上（機械施工）と 

ただし、舗装復旧幅が 1.40ｍ以上であっても、現場状況により機械

施工が適切でない場合には、人力施工とする。 

 

4.2.5 給水管の復旧幅 

給水管の舗装復旧幅は、原則 1.15ｍ（人力施工）とする。 

 

給水管の舗装復旧は、本設管の舗装復旧と重複する点に注意する。 

給水管横断延長が 5.0ｍ、本設管の復旧幅が 1.40ｍの場合、1.40ｍ

/2 が給水管横断延長と重複し、給水の復旧延長は 3.6ｍが適当であ

る。 

 

4.2.6 仮設管の復旧幅 

仮設ポリエチレン管の舗装復旧幅は、原則 0.50ｍ（人力施工）とす

る。 

仮設鋼管の場合は、本設管同様に検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B=0.55ｍ 

Na=0.30ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

B=0.20ｍ 

Na=0.30ｍ 
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4.3 舗装復旧図 

 

舗装復旧図は、土工定規図に相当する断面図である。 

道路の種別毎に作成し、舗装の材料や施工厚を表示する。 

  

4.3.1 舗装復旧図 

 

1 級市道（市道Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 級市道（市道Ｂ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他市道（市道Ｃ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タックコート 

アスファルト同士、ア

ルファルと瀝青安定処

理の接着に使用 

 

プライムコート 

下層路盤とアスファル

トの接着に使用 
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市道歩道（歩道Ｈ） 

 

 

市道透水性歩道（歩道Ｈｙ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

国県道車道（国県道Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国県道車道（国県道Ｂ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左図は土被り 1.20ｍ以

上の場合。 

1.20ｍ未満の場合は表

層 0.05m、 上 層 路 盤

0.10m とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

左図は土被り 1.20ｍ以

上の場合。 

1.20ｍ未満の場合は表

層 0.05m、基層 0.05m、

上層路盤 0.12m とする 
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国県道車道（国県道Ｃ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国県道車道（国県道Ｄ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左図は土被り 1.20ｍ以

上の場合。 

1.20ｍ未満の場合は表

層 0.05m、基層 0.10m、

上層路盤 0.18m とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

左図は土被り 1.20ｍ以

上の場合。 

1.20ｍ未満の場合は表

層 0.10m、基層 0.10m、

上層路盤 0.30m とす

る。 
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第５章 施工 

5.1 建設機械 

 

土工事・布設工事で使用する建設機械の選定条件を記す。 

 

（1） 想定した交通対策を実現可能な建設機械であること。 

例として、6ｍ道路を片側交互通行で施工する場合、通行

可能幅が 3.0ｍ以上となるよう、建設機械（≒作業幅）を

設定する。 

（2） 掘削幅・土量に応じた建設機械であること。 

（3） 道路幅員が狭い等、建設機械が使用できないと判断される

場合は、人力施工とする。 

 

5.1.1 ダンプトラック 

 

主なダンプトラックの規格と、車両幅は次の通りである。 

 

   単位：ｍ 

寸法 

規格 
建設機械の幅 

ダンプトラック   10t 2.50 

ダンプトラック   4ｔ 2.20 

ダンプトラック   2ｔ 1.90 

ダンプトラック   1ｔ 1.70 

クレーン付トラック 4ｔ 2.20 

クレーン付トラック 2ｔ 1.90 

上表の車両幅は、アウトリガ展開を考慮しない値である。 
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5.1.2 バックホウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要道路占用帯幅員は、工事に要する作業幅員の最小値であり、建設

機械の幅に余裕幅 0.20ｍを見込む。 

車両・歩行者の通行を考慮する必要がある場合は、十分な通行可能幅

を確保すること。 

例：道路幅 6.0ｍで 0.28m3 級を使用する場合 

通行可能幅は6.0-2.7＝3.3ｍとなり片側交互通行可能である。 

 

作業幅が 1.00ｍであっても、小旋回機種を使用し、かつ余裕幅を考

慮する必要がない場合に限り、0.13ｍ3 級を使用することができる。 

 

掘削幅を基準とする場合、幅 4.0ｍ以上が山積 0.80m3 級、幅 1.00ｍ

以上が山積 0.45m3 級、1.00ｍ未満は 0.28ｍ3 級以下となる。 

管路口径では、土留矢板工が必要となるφ350 以上が山積 0.45m3 級、

φ300 以下が 0.28ｍ3 級となる。 

ただし、小口径管を狭隘道路に埋設する場合や給水取出工事等では、

より小規模な 0.13m3 級、0.08m3 級を使用する。 

いずれも道路条件に合わせ、検討する必要がある。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要道路占用帯幅員は 

「愛知県建設部下水道

課監修 下水道積算の

手引（案）Ｎｏ．７ 表

2-1 道路占用帯幅員別

の 施 工 機 種 の 組合 せ

(2-1)」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：ｍ 

寸法 

バックホウ規格 

標準 

バケット幅 

後部 

回転半径 
建設機械の幅 

必要 

道路占用帯幅員 

山積 0.80ｍ3 級 1.15 1.70 2.80 6.60 

山積 0.45ｍ3 級 0.85 1.50 2.50 
2.70 

山積 0.28ｍ3 級 0.60 1.15 2.30 

山積 0.13ｍ3 級 0.45 0.87 1.70 1.50～2.70 

（1.00） 山積 0.08ｍ3 級 0.40 0.775 1.30 
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第６章 製図 

6.1 形式 

 

製図にはＣＡＤを利用する。 

「ＣＡＤ製図基準に関する運用ガイドライン（案）」に基づき、形式

はｓｘｆ（ｓｆｃ）を標準とする。 

ただし、業務の実情を踏まえ、ｄｗｇ形式も採用する。 

 

6.2 用紙 

 

Ａ１（横 841mm×縦 594mm）を標準とする。 

 

6.3 縮尺 

 

以下を標準とし、内容に応じて調整する。 

 

位置図  …1：2,500 

平面図  …1：500 

詳細図  …1：FREE 

横断図  …1：100 

土工定規図…1：20 

部分図  …1：100 

縦断図  …1：500(横),1:100(縦) 

図面枠等 …1：1 

 

いずれも要素は原寸大で作図し、ＣＡＤソフトの縮尺設定により上記

縮尺で表示すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CAD= 

computer-aided design 

 

電子納品のためのガイ

ドラインである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計対象範囲が狭い場

合は、縮尺を拡大し、

平面図 1：100，1：250

等に調整する。 
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6.4 線種と太さ 

 

以下を標準とし、作図内容に応じて調整する。 

 

線太さの比率…細 1：太 2：極太 4 

    例…0.13：0.25：0.50 

     …0.18：0.36：0.75 

実線  ＋太 …主たる構造物 

実線  ＋細 …寸法線等 

破線     …隠れた部分等 

一点鎖線＋細 …中心線等 

一点鎖線＋太 …切断線等 

 

6.5 線色 

 

CAD 製図基準における標準色は下記の通りである。 

色名 …R.G.B …使用対象の例 

 

黒  …  0.  0.  0…背景等 

赤  …255.  0.  0…主たる構造物 

緑  …  0.255.  0…ガス管 

青  …  0.  0.255…補助線等 

黄  …255.255.  0…補助線等 

桃  …255.  0.255…仮設構造物 

水  …  0.255.255…既設管 

白  …255.255.255…既設管（撤去）、背景 

牡丹 …192.  0.128 

茶  …192.128. 64…汚水管 

橙  …255.128.  0…電気線 

薄緑 …128.192.128 

明青 …  0.128.255…雨水管 

青紫 …128. 64.255…NTT 

明灰 …192.192.192…背景等 

暗灰 …128.128.128…背景等 

 

6.6 記号 

 

配管記号は各管種の協会発行資料を参考とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CAD ソフトにより呼び

名が異なる点に注意。 

標準色以外も使用は可

能である。 

主たる構造物は、各図

面 に お け る 主 体で あ

る。平面図であれば配

管、詳細図であれば配

管記号を指す 

 

桃＝マジェンダ 

水＝シアン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DIP…ダクタイル鉄管

協会 

HPPE…配水用ポリエチ

レンパイプシステム協

会（POLITEC） 
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6.7 各図面の要素 

 

  各図面の主たる構造物のほか、表示すべき項目を例示する。 

  なお、表示項目は必要に応じて追加、省略すること。 

 

6.7.1 位置図 

・工事路線の表示 

・管路ごとの延長 

・工事概要 

（総延長、口径別延長内訳、設置属具種類と個数、仮設配管の有無、 

 舗装復旧工事の有無等） 

 

6.7.2 平面図 

・上水道管の埋設位置 

・その他占用物の埋設位置 

・管路ごとの寸法 

・設置する属具の記号（仕切弁、消火栓、空気弁、泥吐弁等） 

・給水取出位置、口径、水栓番号、使用者名 

・方位 
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6.7.3 詳細図 

・管材料記号 

・管材料寸法 

・管材料名称旗揚げ 

・区間延長 

・土工延長 

・路線延長 

・部分詳細図（占用物交差等補足のため） 

 

下図は詳細図の例である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直管  …定尺管長×本数 =管延長（1 本の場合は省略可） 

切管  …甲および乙 

異形管 …材料延長 

     丁字管は枝側寸法（ｉ寸法）を計上 

  （）内延長…水平延長 

 

寸法値 

区間延長…下段に表示 

材料延長の小計である 

管路線形・口径変化等の位置を地上から推測できるよう、 

水平延長で計上すること 

仕切弁は中心、丁字管は分岐点、曲管は曲点を基準とする。 

土工延長…中段に表示 

土工定規図における土工種別番号、土工延長 

管路番号…上段に表示 

＜＞内が管路番号、以下口径、管種、延長 

延長は区間延長の合計となる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例えば上図 45 度曲管の

場合、曲点から受口側

まで 0.14ｍ、挿口側ま

で 0.43ｍと分けて計上

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲1.40

0.04 0.56

0.30乙1.00

0.04

5.00×1

0.04

5.00×10.47

H

ＧＸ形 Ｆ付丁字管 φ２５０×φ７５
消火栓設置工

ＧＸ形 二受丁字管 φ２５０×φ１５０1
5
0
-
1

0.04

(0.88)
0.460.46 甲1.90

ＧＸ形 ２２°1/2曲管 φ２５０×２

0.04

甲
1.10

0.28

0.57

ＧＸ形 ４５°両受曲管 φ２５０

ＧＸ形 ４５°曲管 φ２５０

5.561.301.991.712.460.50

L=0.50m
土工Ｃ２ 土工Ｃ１

L=66.71m

ＧＸ形 両受仕切弁 φ２５０

既設φ250DIP
h=1.20m

0.25
乙3.30 h=1.00m

既設φ250DIP

5.00×9=45.00

ＧＸ形 継輪 φ２５０
不断水ストッパー ＤＩＰ用 φ２５０

53.69

<250-1>φ250 DIP-GX形 L=67.21m
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6.7.4 仮設配管図 

・管路線形 

・属具記号 

・管路延長 

・給水取出位置、口径、水栓番号、使用者名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上図は仮設用バルブ、仮設用消火栓、ソケットを使用した仮設配管である。 

  

φ50 仮設 PE は、定尺長 40.0ｍ/1 リールを切断して使用する。 

これは継手を持たないため、エルボ、チーズ等の異形管で接合する。 

異形管の少ない路線では、40.0ｍ/1 リールを切断せずに配管する場合も

ある。 

このとき、接合にはソケットを利用する。 

管路延長下の表示「40.0ｍ×1、S×1」は、切断なしの 1 リール使用数が

1、ソケット使用数が 1 を表す。 

管延長 101.0ｍと上記 40.0ｍの差、61.0ｍは切断して使用する管の合計延

長となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

=配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 . 0

6 . 4

5 . 9

6 . 9

5 . 6

6 . 3

φ13 φ13
φ13 φ13

φ13 φ13
φ13

φ20

φ20

知立太郎
9999

甲乙商店
11000

八橋花子
8888

逢妻一郎
7777

桜木栄

広見次郎

6666

5555

長田屋
4444

牛田食堂
3333

40.0m×1,Ｓ×1

(W)φ50VP

F

<仮設50-1>φ50仮設PE L=101.0ｍ

消火栓 ソケット バルブ 
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6.7.5 仮設詳細図 

・仮設配管略図 

・給水取出位置、口径、水栓番号、使用者名、使用材料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮設詳細図では、各給水接続に使用する材料を表記する。 

給水件数が多く図面が煩雑なる場合には、上図のように標準材料表を作成

し、表示を簡略化することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標 準 外 の 材 料 組合 せ

は、個別に表示するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管側φ13　7個所

φ20

甲乙商店 知立太郎 八橋花子 逢妻一郎 桜木栄 広見次郎 長田屋

牛田食堂

仮配管用サドル分水栓　φ５０×φ１３（ＰＥ継手含）

ＰＥＰ　φ１３　Ｌ＝１．００ｍ
９０°ユニオンベンド　φ１３

横断側
仮配管用サドル分水栓　φ５０×φ２０（ＰＥ継手含）

９０°ユニオンベンド　φ２０

管側

標準材料

ＰＥＰ　φ２０　Ｌ＝１１．００ｍ

仮設浅埋土工Ｂ　L=10.0ｍ

11000 9999 8888 7777 6666 5555 4444

3333

横断側φ20　1個所



第 6章.製図  

- 7 - 

6.7.6 横断図 

・測点番号 

・管占用位置、出幅寸法、土被り、旗揚げ 

・その他占用物占用位置、出幅・離隔寸法、旗揚げ 

・道路幅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横断図では新設管の占用位置、既設占用物との離隔を明示する。 

上図は新設管の埋設後、別途既設管を掘削撤去する場合の横断図である。 

下段 2.57ｍは舗装復旧幅を表す。 

 

6.7.7 土工定規図 

・土工断面、寸法、埋戻材料 

第 3 章参照のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.57ｍは撤去に要する

掘 削 幅 を 考 慮 して い

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NO.1

As

駐車場

As

7.97

1.333.280.842.52

1.20

As

0
.
9
0

2.57

既設φ100VP h=1.20ｍ

(S)φ200VU h=1.46ｍ

(G)φ100DG h=1.10ｍ

新設φ100HPPE h=0.90ｍ
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6.8 製図上の注記事項 

 

・平面図、横断図は主構造物に加え、道路境界、道路構造物、既設埋

設物等の位置を表示すること。 

・平面図、詳細図では表現できない細部、交差方法、施工方法等は、

部分的な詳細図を作成すること。 

  例：詳細図における埋設物交差の部分詳細図 

 部分図の縮尺は 1/100 を基準とし、必要に応じて拡大すること。 

・泥吐弁の構造図は、立面図とする。 

 ただし、原寸表記する必要はなく、材料の水平・垂直変化の分かる

略図でよい。 

・位置図、平面図には方位を表示する。 

いずれの図面も、原則として用紙上方を北として作成する。 

ただし、平面図は表示の見やすさ、分かりやすさを考慮し、角度調

整しても良い。 

・図面の表示、目的上、標準縮尺で対応できない場合は、縮尺を変

更しても良い。 

 ただし、印刷後に三角スケール等による確認ができるよう、以下を

参考に調整すること。 

 

  三角スケールの縮尺 

  1/100、1/200、1/250、1/300、1/400、1/500、1/600 

   

  三角スケールで対応できる縮尺 

  1/2、1/5、1/10、1/20、1/25、1/30、1/40、1/50、1/60 

 

 1/125 や 1/150 も対応は可能であるが、標準縮尺との差が小さいた

め採用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1/250、1/300、1/600 は

ない製品もある。 

ただし、1/250 は 1/500

スケールで換算しやす

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

第 7 章 

数値基準 
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第７章 数値基準 

水道事業実務必携に基づき、下表のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、φ450 以上の大口径管路では、材料寸法を小数点以下第三位

表示とする。 

これは、1.現場での切管加工が難しい、2.材料価格が大きいこと、3.

これらに伴い精度管理が重大であるためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

第 8 章 

保安設備 
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第８章 保安設備 

8.1 原則 

 

公道内の工事における保安設備等の設置は、道路法を厳守する。 

工事は原則として「片側交互通行」とし、可能な限り通行止めとしな

い。 

また、車両通行止めとなる場合でも、可能ならば歩行者通行止めとな

らないよう配慮する。 

 

8.2 保安設備と設置位置 

 

工事案内板（工事前） 

工事表示板 

お知らせ看板 

工事情報看板  …工事区間の起終点に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事案内板（工事中） 

工事表示板 

お知らせ看板 

工事説明看板  …工事区間の起終点に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路法 

昭和 27 年法律第 180

号・第 45 条 

 

 

 

 

 

 

 

 

図は左から表示板、お

知らせ看板、情報看板 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図は左から表示板、お

知らせ看板、説明看板、

案内板 

工事前の看板を置き換

える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工
事
区
間
終
り

発注者

施工者 ○○建設株式会社
電話 0000-00-0000

電話 0000-00-0000

ご迷惑をおかけします

水 道 工 事

水道工事を

平成○年○月○日まで
作業時間帯　9：00～17：00

行います

知立市上下水道部水道課工務係

工事予告

○○建設㈱
(雨天順延)

片側交互通行

○月○日～○月○日

９:００～１７:００

△△号線

○
月
○
日
ま
で
　

水
道
工
事
を

を
予
定
し
て
い
ま
す

電話 0000-00-0000

電話 0000-00-0000

○○建設株式会社

発注者

施工者

平
成
○
年
○
月
○
日
頃
か
ら

知立市水道課工務係

発注者

施工者 ○○建設株式会社
電話 0000-00-0000

電話 0000-00-0000

水道工事を
行っています

水 道 工 事

ご迷惑をおかけします

平成○年○月○日まで

作業時間帯　9：00～17：00

○○建設㈱
(雨天順延)

片側交互通行

○月○日～○月○日

９:００～１７:００

お知らせ

△△号線

ご迷惑をおかけします

水
道
工
事
を

行
っ
て
い
ま
す

平
成
○
年
○
月
○
日
ま
で

電話 0000-00-0000

電話 0000-00-0000

○○建設株式会社

発注者

施工者

～～

１
７
時
０
０
分

規
制
時
間
　
９
時
０
０
分

作
業
時
間
　
８
時
０
０
分

１
８
時
０
０
分

知立市上下 水道部水道課工務係

知立市水道課工務係
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昼夜間作業表示版…夜間作業または昼夜兼業作業を行う場合は、工事

表示板の上に設置する。 

迂回表示版  …通行の迂回が必要な場合、迂回路入口に設置する。 

        迂回路途中の交差点には、「まわり道」標識に補助

板を付して設置する。 

保安柵    …交通の流れに直面する部分に設置する。 

        全面、現場外周囲はおおむね３ｍ間隔に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意旗・注意灯…昼間は注意旗または注意灯、夜間は注意灯を、交通

の流れに直面する部分に設置する。 

        小型注意灯は現場外周におおむね１０ｍ間隔で設

置する。 

        ただし、状況により反射性のもの（スコッチライト

等）に置き換えることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左：赤色灯 

右：回転灯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1001007
5
0
以
上

1200

1
0
0

1
0
0

1
0
0
0

以
上

1
5
0
0
～
2
5
0
0
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予告板    …工事現場手前に「注意」標識に補助版を付して設置

する。 

        市道は標準で１００ｍ手前とする。 

        県道・国道は協議による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規制標識   …工事案内板と共に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照明灯    …危険な場所や、規制が長区間にわたる場所に、事故

防止のため設置する。 

        200 ワット以上の白色照明灯とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おおむね２００ｍ，１

００ｍ、５０ｍ手前へ

の設置となる。 

 

補助板のないものは工

事中標識として工事中

看板等とともに設置す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通規制内容によって

変更すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電力線が引けない場合

は、照明灯の代わりに

赤色灯のキャップを白

または無色にかえたも

の２灯とする。 

回転灯の代わりは赤色

灯１灯とする。 

 

 

 

 

 

 

600

この先50m 2
0
0

補助板

1
,
3
0
0

徐
　
行

交
互
通
行

片側

1
,
8
0
0
（

程
度

）

徐 行

800（1.0倍）
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8.3 設置例 

 

 

 

 

 

 

 

（）内は市街地の場合 

 

記号凡例 

－ トラ柵 

○ 赤色燈 

⊥ 工事案内板 

△ 警戒標識(工事中) 

  補助板付警戒標識(この先○ｍ工事中) 

工事区間長、交通量に応じ、両端に交通誘導警備員を置くこと。 

交差点、分岐路では必要に応じて増員すること。 

工事場所の現場に合わせ、保安設備を設置すること。 

余裕区間長は１０ｍを標準とし、現場状況などにより調整すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交速度規制値が高い等

では余裕区間を大きく

取るなど。 
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通行止めの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車両通行止めの場合は、歩行者・自転車の通行部分を確保する。 

各現場状況に応じて保安設備を設置すること。 
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8.4 交通誘導警備員 

 

交通誘導警備員は作業日数に応じた人員を計上する。 

以下は作業日数の計算例である。 

 

作業日数 ＝ 事前作業日数 ＋ 布設工事日数 ＋事後作業日数 

      ＋その他工事日数 ＋ 現場割増 

 

事前作業日数 ＝掘削端舗装切断日数＋仮設配管日数 

布設工事日数 ＝布設・掘削・埋設より算出 

事後作業日数 ＝復旧端舗装切断日数＋仮設配管撤去日数 

        ＋給水切替工日数 

その他工事日数＝不断水工事、土質改良、水管橋架設等 

 

仮設配管工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給水切替工 

 

 

 

 

布設工事日数計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

布設工事日数は第 3 章

土工の土留工作業日数

参照のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 章参照のこと 

 

 

 

 

積算項目 日当施工量 

φ50 PE 55.5ｍ/日 

80A SP 58.8ｍ/日 

100A SP 55.5ｍ/日 

150A SP 50.0ｍ/日 

200A SP 47.6ｍ/日 

250A SP 45.5ｍ/日 

300A SP 43.5ｍ/日 

350A SP 41.7ｍ/日 

積算項目 日当施工量 

給水切替工 3 ヶ所/日 

 

条件 合計日数の計算方法 

埋戻≧掘削≧布設 掘削+埋戻       +仮復旧工 

掘削＞埋戻＞布設 掘削+埋戻       +仮復旧工 

埋戻≧布設＞掘削 (掘削+布設)/2+埋戻 +仮復旧工 

布設＞埋戻＞掘削 (掘削+埋戻)/2+布設 +仮復旧工 
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第９章 付記 

9.1 標準工期 

 

水道工事標準工期は下表とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工時期による補正 

契約工期が盆休み、正月休み期間にまたがる場合は、５日程度加算補

正することができる。 

 

関連工事による補正 

下水道関連工事、区画整理関連工事、その他関連工事は適時加算補正

することができる。 

 

工法・材料による補正 

特殊工法で施工する場合、および特注材料を使用する場合は適時修正

することができる。 

他の補正は上水道工事以外の要因による補正であり、調整が困難であ

るのに対し、この補正は上水道工事内で調整も可能である。 

例えば、水管橋と埋設管の更新をおこなう工事の場合、埋設工事にか

かる期間中に材料制作を行うことで、補正日数を削減可能である。 

ただし、そのような工程の調整が可能な配管計画、工事延長に限る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他関連工事とは、

東邦ガスとの共同施工

等を含む 

 

 

特注材料による補正に

は、水管橋の制作等を

含む。 

なお、水管橋特殊鋼管

の場合、製作期間とし

て１ヶ月～2 ヶ月を要

する。 

 

 

例では水管橋を起点と

する配管の場合、先に

埋設部を工事できない

ため日数調整ができな

い。 

 

設計金額 標準工期 

３００万円未満  ７０日 

 ３００万円以上  ５００万円未満  ９０日 

 ５００万円以上  ８００万円未満 １００日 

 ８００万円以上 １０００万円未満 １１０日 

１０００万円以上 ２０００万円未満 １３０日 

２０００万円以上 １５０日 

 


